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1.はじめに

大正9年に開始された「国勢禍査」を始めとし
て、わが国の行政諸官庁においては、各種の「統

計調査」が実施・報告されてきており、その内容

の豊富さや精度の高さ′などから、わが国の「官庁

統計」の水準については、国際的にも高い評価を
得ている。

ところで、適正な「行政施策」も、正確な「実

状把握」に基づいてこそ、初めて可能となる。数

多くの発展途上国において、いまなお、経済政策

を始めとする行政施策が適正に作動しないのは、

まず何よりも実状把掘のための「統計」が不備な

若　井　具　宜

ためであるとも考えられる。

その逆の好例として、今日のわが国経済社会の

発展は、質量ともに皇宮な「統計」に負うところ

が大きいと考えられるが、近年においては、「都

市化」、「小家族化」、「プライバシー意識の高まり」

などから、次第に統計環境が悪化してきているこ

とも事実である。

また、コンピューターや通億網などの発展は、

統計の「調査」、「集計」、「利用」などの面におい

て格段の技術進歩をもたらしたが、こうしたこと

は、かえって「統計」を一層「技術餉」で「無味

乾燥」な「地味」な存在に追いやっているともい

える。

ところで、とりわけわが国においては、「統計」

を始めとして「チェック機能」に対する社会的評

価が低いことが指摘されているが、そうしたこと

は、欧米先進国に比較して、わが国の「社会的熟

度」が低いことの証である。もっぱら「予算委員

会」が注目されて「決算委員会」がほとんど顧み

られない国会の姿などは、まさに、そのようなわ

が国の「代表」なのである。

また、「社会資本蓄積」の例などによって、本

稿の以下においても改めて指摘するが、「わが国

は先進国のなかでは後進国」であることを十分に

留意しておく必要がある。

そのことに関連するが、世界史においても、こ

とに英仏との対比において、「ドイツの後発性」

がしばしば指摘されることがある。しかし、その

ドイツですら、統計学史でよく知られているよう

に、「大学派統計学」などは、すでに17世紀の「ド

イツの大学」における学派のことである。このよ

うに、わが国の「後発性」は、学問分野も含めた

「ハード、ソフト」両面においてであることを肝
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に命じなければならない。

ところで、いわゆる「大数(たいすう)の法則」

のために、調査対象の少ない「地方」になるほど、

統計の信頼度、安定度が落ちるという「地域統計」

上の聞題もある。

そしてまた、国際化の進展する今日、国境を超

えた地域比較(国際比較)の場合には、「統計の

定義」の違いという問題も生じている。

本稿の目的は、「地域経済分析」などに際して、

常に「データの裏付けのある」談論を喚起すべく、

「統計利用」の重要性を訴え、その方法などを例

示するとともに、とくに「地域耗計」のもつさま

ざまな間題を、主として「統計の需要と供給」の

視点から指摘し、整理することにある。

具体的には、「地域政策上」もっとも関心のも

たれる「人流、物流」を中心とした都道府県ペー

スでの「地域関係の分析」例などをみながら、関

連して要求される地域デー.タ等、付随する「地域

統計」全般にわたる整備状況、問題点などを考察

していきたい。

2.経溝社会の動向と地域の対応

さて、この数年間だけを取り上げてみても、世

界も、わが国も、そして地域も、その経済社会環

境において大きな変貌を遂げた。

世界的には、旧ソ連・東欧諸国を始めとする社

会主義経済の破綻と東西冷戦体制の終結があり、

この結果、国際関係は、国境紛争、民族・宗教紛

争、難民問題、貿易や市場統合等の経済問題など

へと焦点が移ってきている。

また、わが国においては、土地・株式などの「右

肩上がり神話」が崩れ、「バブル崩壊不況」となっ

て、企業経営や経済全体に深刻な影を落としてい

る。

一方、地域においては、例えば広島県の場合、

「浜田自動車道」の開通、「山陽自動車道」・_「西

瀬戸自動車道」の開通部延伸、中国国の基幹空港

となる「新広島空港工事」、平成6年の「アジア

放校大会」向け諸施設工事など、各種のプロジェ

クトが進められている。さらに、中国横断道「尾

道松江線」は全線基本計画路線に昇格し、このう

ち松江・三刀屋間は整備計画路線に昇格しており、

特に要望の強い松江三次間の早期着コ二が待たれて

いる。

ところで、「自由化」、「規制緩和」の方向は、

運輸業、金融業等を始めとして、経済全般にわた

る潮流であり、そうした結果は、「業種内競争」

の激化とともに、サービス業等を中心とした

「ニュービジネス」への参入とその隆盛をもたら

している。

こうした流れを受けたいわゆる「大店法」りの改

正等にともなって、大型店の「出店調整」は時間

的、手続き的に大幅に簡略化されることになり、

地域の小売業等も新たな対応を迫られている。

他方では、政府の掲げる　咽民が「ゆとり」や

「豊かさ」を実感できる」「生活大国」の建設も

重要な課題である。そのような、一環としての「年

間1800時間労働」を目指す「労働時間の短縮」に、

地域においても前向きに取組む必要がでてきた。

さらに、県内山間、島しょ部地域においては、

人口の高齢化も国、県平均よりもかなり早いピッ

チで進行しており、こうした開題にも長期的な観

点から対処してゆく必要があろう。

また、世界同時不況、あるいは、とりわけ不透

明感の強いわが国の「バブル崩壊ポ況」によって、

平成4年10月に全国の有効求人倍率は1を割った

ものの、たとえば、広島県地域では労働市場は逼

迫しており、「不況下の人手不足」という複雑な

雇用環境にある。地域性や産業間格差、そして上

記の「労働時間短縮」の課題など問題は複雑であ

る。

また、近年、製造業等の企業が立地しても、若

者がそこで働きたがらないという傾向が、各地域

においてみられる。

したがって、中長期的な対策として、「若者が

働きたくなるような企業環境づくり」、さらには

「若者に魅力のある街づくり」などがどうしても

必要であり、この間題を調査し、研究する体制を

整えるべきである。

さらに、こうした若者対策のみならず、高齢者

や女性の雇用などについても、それらの「雇用環

1)正式にはr大規模小売店舗における小売業の事業

活動に関する法律J。平成4年1月の改正施行により、

第一枚大規模小売店の定義が、政令指定都市では売

場面積6.㈱平方メートル以上、その他の都市では

同3.000平方メートル以上と、従来の2倍の水準に

引き上げられた。
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境整備」などの問題を中心として、行政機関も交

えて調査研究すべきであろう。

ところで、いわゆる「ペティー=クラークの法

則」に従って、わが国においても、また地域にお

いても、生産活動の主力は、長年の問に次第に、

第2次産業から第3次産業へと移ってきた。最近

の所得統計では、「国内総生産」においても、「県

内総生産」(たとえば広島県)においても、その

ほほ3分の2は第3次産業の産出したもので占め

.られて.いる。

また、「情報化」にしても、「ソフト化」、「サー

ビス化」、あるいは「都市化」にしても、こうし

た第3次産業が重きを成してきた流れに沿ったも

のである。このような意味合いにおいて、「産業・

サービス・都市的桟能等の整備」は地域づくり、

街づくりにおいて、とりわけ、重要性をもってい

るといえる。

3.地域経済環境の構造的変化　さ

「人口の高齢化」あるいは「長寿社会化」につ

いては厚生省人口問題研究所を始めとするさまざ

まな検閲の予測、見通しが立てられていることは

周知のとおりである。

ちなみに、厚生省人口問題研究所の平成3年6

図1家計貯蓄率と老年人口指数(国際比較)
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月暫定推計によれば、老齢人口比率(縁人口に占

める65才以上人口の割合)は、1990年の12.1%が、

2000年には16.9%と現在の西欧水準に達し、さら

に2025年には25.4%となり、わが国が先進国中最

も高齢化の進んだ社会になることが見込まれてい

る。

ところで、「人口」予測は、他の経済指標の予

測等に比較して、確度も高く、さらに、それ自体

の重要性や他指標への関連性も極めて高いため、

21世紀を展望したわが国の経済構造、社会構造に

関する議論も数多く展開されている。

たとえば、「人口の高齢化と貯蓄率」の関係に

ついては、OECD諸国においては「老年人口指

数が高い国ほど家計貯蓄率が低い傾向がある」こ

と(〈図1〉参照)や、わが国の家計においても「25

才未満の若年層とともに60才以上の高齢層の貯蓄

率が低い」こと(〈図2〉参照)などが指摘され

ている21。

また、人口の高齢化にともなって、労働力が相

対的に稀少になることが見込まれるが、省力化投

2)経済企画庁　r平成3年経済白書J　などによる。
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資の活発化によって、「資本集約度の上昇」プロ

セスを通しての「労働生産性の上昇」等も期待さ

れている。

ところで、戦後すでに半牡紀近くを経たわが国

寵済社会の長期動向をみると、「生産」、「消費」

など経済活動の主要部分が、「物的」なものから

「サービス」を中心とした「非物的」なものへと

次第に移りつつあることがわかる。

このような、経済社会の長期的変化を踏まえな

がら、来たるべき「高齢化社会」への対応を由る

には、「モノ」から「サービス」へという、いわ

ゆる「サービス経済化」の進展するなかで、地域

経済の長期的な発展方向を人口統計、物流統計、

地域経済統計などによって明確に把握していくこ

とが裏要であると考えられる。

4.「県間流動量」と「道路率」

ところで、〈図3〉　は、地域経済(都道府県)

における、「県聞流動量」と「道路率」の関係を

みたものである。

ここで、横軸に「道路率」を採用したのは、物

流においてはトラック輸送が中心的役割を果たし

ていることによる。とくに、「昭和60年全国貨物

純流動調査」によると、トラックによる輸送は仝

流動豊の80.°1%を示しており(重量ベース)、過

去の調査と対比すると増勢にある。ちなみに、海

運は13.5%、鉄道は2,1%を示しているが、いず

れも縮小傾向にある。

これら二つの「統計指標」は、それぞれ、次式

で定義される。

県間流動量=純流動出荷量一県内流動量…(1)

道路率=(道路面積/給面積)×100……・(2)

縦軸にとった「県間流動墓」は、純流動出荷量

のうち県外へ出荷した部分を示しており、いわば

「移出量」である。

一方、横軸にとった「道路率」は、当該都道府

県の総面積に占める道路面靖の割合を示したもの

で、ある櫨度まで、その地域の道路の整備状況を

表す指標といえよう。

概して、図の左下方の原点に近い辺りには、農

村型の県が多く分布していることがわかる。

図の右上方には、三大都市圏の諸県が分布して

おり、経済活動水準との関わりの高いことを示し

ている。

なお、縦軸の「県間流動量」にかえて、「県間

流動比率」を採用したものを本稿末尾の　〈付図〉

に掲げたの。ただし、←県間流動比率」は次式で定

義される。

県間流動比率=(県間流動呈/純流動出荷量)

×100…(3)

5.地域政策としての道路整備

さて、この図の分布からは、全体的には、緩や

かな右上がりの関係が想定される。この2指標の

直線的関係を示す「相関係数」は0諸98であった。

また、縦軸を「営業用トラック」に限定した場合

の相関係数は、やや高目にでて、0.911であった一㌧

すなわち、「道路整備の行き届いた県ほど他県

への出荷率が高い」ということになる。また、道

路の整備により、当然ながら、「入荷率」も同時

に高くなることが想定される。

ただし、道路率については、各県の面積、地勢、

人口密度などの条件により、かなりのバラツキが

あるので、関係に厳密性はないことに留意しなけ

ればならない。

たとえば、中四国地域の中枢県を標模する広島

県は、この国中において、平均の近くではあるが、

左下方に位置している。今後の地域政策の指針と

3)これら二つの指標の平均値を図中に実線で示して

いるが、これは、それぞれの指標債の全国線量に関

する平均、すなわち、47都道府県の加重平均値であ

る。また、県間流動比率において、栃木、埼玉、滋

賀の3県の値が高いのは、それぞれ、石材、セメン

ト、窯業品等の他県出荷量が多いためであり、沖縄

県が低いのは離島であることによる当然の結果であ

る。さらに、東京、大阪を除けば、県間流動比率が

平均より高い府県は、すべて、東京、大阪、愛知の

周辺県であり、これらの3都府県との関わりの強さ

を示している。

4)なお、この図において、道路率の平均値付近での

縦方向へのパラツキが大きいため、相関係数は

0.490と高くない。これは、関係がr直線軋では

なく「山型(放物線)Jのためと考えられる。
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図4　中国地方における貨物の地域別輸送割合　　　図5　中国地方における旅客の地域別輸送割合

(昭和63年度)

(中国地方内流動は除く)

(単位:%)　資料:表1に同じ

(昭和63年度)

(中国地方内流動は除く)

表3　中国地方5県における貨物・旅客の地域別輸送割合(昭和63年度)
(単位:%)

鳥 取 県 島 根 県 岡　 山　 県 広 島 県 山　 口　 県

貨

物

発

岡　　 山 36 .0 広　　 島 22 .4 大　　 阪 1 1 .9 大　　 阪 1 7 .2 福　　 岡 13 .5

島　　 根 19 .3 鳥　　 取 19 .8 広　　 島 1 1 .8 山　　 口 12 .2 兵　　 庫 12 .3

ベ 大　　 阪 9 .6 山　　 口 13 .0 兵　　 庫 1 1 .3 岡　　 山 11 .1 広　　 島 1 1 .6

】 兵　　 庫 8 .2 福　　 間 8 .7 愛　　 知 8 .4 兵　　 庫 7 .3 大　　 阪 6 .9

ス 広　　 島 6 .6 兵　　 庫 7 .6 福　　 岡 7 .8 愛　　 知 6 .4 愛　　 知 4 .2

そ の 他 20 .3 そ　 の 他 28 .5 そ　 の 他 4 8 .8 そ の 他 4 5 .8 そ　 の 他 5 1・巨

着

岡　　 山 29 .9 広　　 島 2 5 .2 広　　 島 15 .5 岡　　 山 16 .0 大　　 分 25 .1

兵　　 庫 19 .5 山　　 口 18 .8 大　　 阪 13 .3 山　　 口 15 .0 広　　 島 13 .1

ペ 山　　 口 12 .7 鳥　　 取 14 .7 兵　　 庫 10 .4 大　　 阪 10 .7 福　　 岡 12 .9

】 島　　 根 9 .8 福　　 間 1 1 .7 大　　 分 8 .0 兵　　 庫 10 .3 兵　　 庫 8 .9

ス

発

大　　 阪 5 .7 岡　　 山 10 .1 山　　 口 6 .7 大　　 分 7 .2 岡　　 山 5 .9

そ の 他 22 .4

60 .9

そ の 他 1 9 .5 そ の 他 4 6 .1 そ の 他 4 0 .8 そ　 の 他 34 .1

旅

客

島　　 根 鳥　　 取 60 .4 広　　 島 2 6 .7 岡　　 山 3 3 .8 福　　 岡 4 5 .8

岡　　 山 18 .7 広　　 島 18 .4 兵　　 庫 19 .5 山　　 口 2 6 .9 広　　 島 2 7 .0

ベ 大　　 阪 7 ,3 山　　 口 13 .8 大　　 阪 13 .3 島　　 根 10 .0 島　　 根 8 .7

t 兵　　 庫 4 ,8 大　　 阪 2 .1 香　　 川 13 .0 愛　　 媛 5 .2 大　　 分 7 .2

ス 広　　 島 4 .1 岡　　 山 1 .8 鳥　　 取 11 .7 大　　 阪 4 .8 岡　　 山 5 .0

そ の 他 4 .2 そ の 他 3 .5 そ の 他 15 .8 そ の 他 19 .3 そ　 の 他 旦二1

着

島　　 根 58 ..9 鳥　　 取 6 3 .3 広　　 島 28 .4 岡　　 山 32 .8 .福　　 岡 4 5 .8

岡　　 山 2 3 .6 広　　 島 16 .5 兵　　 庫 19 .3 山　　 口 25 .4 広　　 島 2 7 .2

ペ 大　　 阪 7 .6 山　　 F I 13 ニ9 大　　 阪 13 .6 島　　 根 10 .9 島　　 根 8 .6

1 兵　　 庫 5 .2 大　　 阪 2 .1 香　　 川 1 1 .5 愛　　 媛 5 .2 大　　 分 7 .5

ス 広　　 島 1.3 香　　 川 1 .1 鳥　　 取 9 .9 大　　 阪 4 .7 岡　　 山 5 .2

そ の 他 3 .4 そ の 他 3 .1 そ　 の 他 17 .3 そ の 他 2 1 .0 そ　 の 他 5 .7

(注) 1 . 県内流動は除 く。

2.各県ごとに、相手先都道府県別にウエイトの大きい順に上位5位までを示す。

(資料)運輸省r貨物地域流動調査・旅客地域流動調査J
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して、県内および県際道路を中心とした道路網や

流通拠点の一層の整備によって、入荷も含めた域

外との物流関係全体をさらに発展させていく必要

があろう。

6.県間流動特性

さて、物流、人流において、中国地方を例にと

ると、対外プロッタ的に近畿、九州という東西方

向への流動が主流であることがわかる(物流の9

割、人流の85%前後を占める)。この点を　〈図4〉

および〈園5〉　のデータに示した。

ここで、物流のほうが、人流よりも東西方向の

ウェイトが大きいと云うことは、東西方向での経

済的な結びつきの強さを示しているともいえよう。

ただし、ここでの物流は運輸省「貨物地域流動調

表4　中国5県相互間輸送トン数の推移

単位:千トン

着地

発他　　　　　 年度
広　 島 鳥　 取 島　 根 開　 山 山　 口 合　 計

広　　 島

昭 和 6 0 1 2 3 ,8 2 9 3 6 7 2 ,0 8 1 5 ,2 1 2 6 、8 1 0 1 3 8 ,2 9 9

6 1 1 0 6 ,3 7 5 4 2 8 1 ,2 9 5 5 ,6 9 6 6 、3 9 8 1 2 0 .1 9 3

云2 1 1 1 ,0 6 3 3 6 1 4 ,2 0 8 4 ,7 4 8 8 、5 3 8 1 2 8 ,9 1 9

6 3 1 2 2 ,2 4 3 6 6 7 1 ,7 5 5 4 .9 1 1 5 、0 4 2 1 3 4 ,9 7 8

平 成 元 12 7 ,0 4 8 4 5 0 1 .3 6 6 4 ,8 7 7 8 、4 9 0 14 2 ,2 3 2

鳥　　 取

昭 和 6 0 9 4 2 5 .2 6 8 1 .2 8 5 1 ,3 1 2 5 9 2 8 ,0 18

6 1 1 2 9 2 2 ,3 2 2 1 .4 1 9 1 ,0 3 5 7 7 2 4 ,9 8 3

6 2 1 9 1 2 7 ,4 4 7 1 .3 3 9 9 0 2 4 2 2 9 ,9 2 1

6 3 3 4 9 2 4 ,6 9 2 1 .0 2 0 1 ,9 0 0 2 2 2 7 .9 8 3

平 成 元 2 7 9 2 7 ,3 5 7 1 、0 1 5 1 ,2 2 3 5 9 2 9 ,9 3 3

島　　 根

昭 和 60 ユ,0 0 5 6 1 6 3 8 ,0 5 7 8 6 4 8 4 4 0 ,2 4 8

6 1 4 8 2 1 .5 2 9 3 3 ,0 6 7 1 1 1 2 5 9 3 5 .4 1 8

6 2 1 、1 4 4 1 ,2 1 6 3 4 ,9 3 1 1 1 7 4 8 0 3 7 ,8 8 8

6 3 9 9 6 8 8 0 3 0 ,0 7 7 1 2 9 5 7 9 3 2 ,6 6 2

平 成 元 1 . 1 5 0 1 ,7 0 3 3 9 .8 5 9 1 5 5 2 7 7 4 3 ,1 4 1

岡　　 山

南 口6 0
7 ,2 3 1 2 , 14 3 6 6 9 9 1 ,6 4 1 1 、9 7 4 1 0 3 ,6 5 8

6 1 5 ,2 6 1 4 .4 7 2 7 5 5 8 0 ,6 3 2 2 ,1 1 4 9 3 ,2 3 4

6 2 4 ,7 5 4 1 . 2 4 7 7 2 0 8 7 ,7 3 5 2 ,3 5 0 9 6 .8 0 6

6 3 6 ,4 2 1 2 ,6 8 5 7 0 0 9 8 .3 3 4 2 ,4 4 0 1 1 0 ,5 8 0

平 成 元 6 .0 7 7 2 ,0 5 1 5 6 0 9 5 ,7 3 1 2 ,0 6 1 10 6 ,4 8 1

山　 [ l

昭 和 6 0 7 .3 8 4 1 , 10 4 1 .0 1 3 1 ,6 0 0 6 6 ,0 4 8 7 7 .1 4 8

6 1 5 ,9 8 4 1 ,0 4 5 2 .0 8 1 1 ,6 0 9 6 5 ,0 2 4 7 5 .7 4 2

6 2 6 ,5 8 3 1 .0 8 2 1 .3 0 8 1 ,8 9 5 7 4 ,3 6 7 8 5 ,2 3 5

6 3 6 ,0 1 1 1 , 1 3 6 1 .3 0 8 2 , 13 1 7 1 ,3 2 4 8 1 ,9 1 0

平 成 元 6 ,7 8 4 1 , 3 4 0 1 ,5 9 2 1 ,9 4 6 6 9 ,5 2 0 8 1 ,1 8 1

合　　 計

昭 和 6 0 1 3 9 ,5 4 3 2 9 ,4 9 8 4 3 , 10 6 9 9 ,8 5 0 7 5 ,3 7 5 3 8 7 ,3 7 2

6 1 1 1 8 ,2 3 2 2 9 ,7 9 5 3 8 .6 1 7 8 9 .0 8 4 7 3 ,8 7 2 3 4 9 ,6 0 0

6 2 1 2 3 .7 3 6 3 1 ,3 5 3 4 2 .5 0 5 9 5 ,3 9 7 8 5 、7 7 7 3 7 8 ,7 6 8

6 3 1 3 6 .0 2 0 3 0 ,0 6 1 3 4 .8 6 1 1 0 7 ,4 0 4 7 9 .7 6 7 3 8 8 .1 1 3

平 成 垂 _ _ __ 1 4 1 ,3 3 9 3 2 ,9 0 1 4 4 .3 9 2 1 0 3 ,9 3 3 8 0 ,4 0 7 4 0 2 ,9 7 2

※　資料は、r貨物地域流動調査Jによる。
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査」に基づくものであり、いわゆる「総流動」統

計である5'。

さらに、県別にいえば、地理的な関係から岡山

は近絶、山口は九州との結びつきが強いが、山陽

地方の物流は概して、西から東へと動いていると

いえる(〈衷1〉　および〈表2〉)。

また、中国地方5県における貨物・旅客の地域

別輸送割合を　〈表3〉　にまとめてみた。

まず、貨物については、山陽3県においては東

西方向への流動が中心であるが、山陰側の2県に

ついては、鳥取は岡山、島根は広島という「背中

合わせ」の流動が主流である。ただし、鳥取にとっ

ての岡山の方が、島根にとっての広島よりもより

シェア.(存在感)が大きいといえる。

以下では、そうしたなかから、とくに、「島根

(県)」を例にとって、東西、南北方向での「物

流関係」をみてみよう。

(1)広島一島根

〈衷4〉　によって、中国5県相互間の物流をみ

ると、広島一島根間の物流は、広島側からの大幅

な出超が続いており、これは、広島からの「化学

工業品」などの移出が大きいためである6'。まず、

広島から島根へは「化学工業品」(主上してセメ

ント、セメント製品)、「金属機械工業品」(主と

して鉄鋼)、「軽工業品」(主として製造食品、飲料)

などが出荷されている。

一方、島根から広島へは「金属機械工業品」

(主として産業機械、自動車)、「化学工業品」

(主としてセメント製品、その他の窯業品)、「林

産品」(ほとんどすべて原木)などが出荷されて

いる。

また、「軽コ工業品」(外に日用品などの「雑工業

品」等もあげられる)などが広島から島根に流れ

ているのは、広島に物流上の「集配拠点」として

の機能があるためとみられる。

(2)岡山一島根

また、島根一同山間の物流は、広島一島根間の

5)運輸省ノ平成2年度貨物地域流動調査旅客地域流

動調査J　による。

6)なお、物流におけるr晶規J、r品EJについては

運輸省　r全回貨物純流動調査報告書J　等を参照され

たい(以下同様)。

物流規模の3分の1程度のものであるが、岡山か

らのかなり一方通行的な状況にある。

まず、岡山から島根へは「鉱産品」(主として

その他非金属鉱物)、「化学工業品」(主としてそ

の他の窯業品)、「特殊品」(ほとんど動植物性肥料)

などが出荷されている。

一方、島根から岡山へは「化学二に業品」(主と

表5　航空と海運の比較(全国:金額ペース)

〈輸　出〉　　　　　　　　　(単位:100万円)

年 度 航　 空 海　 運 云「 ~

5 5

% 面 ~

30 .05 9r　2 .5 07 ( 8 ) 27 ,5 52 (92 )

5 8 3 ,6 92 (10 ) 32 ,4 37 (90 ) 3 6 .12 9

5 9 4 ,5 7 1 (1 1) 36 ,6 13 (89 ) 4 1 ,18 4

6 0 4 ,188 (10 ) 36 .54 7 (90 ) 4 0 ,73 1

6 1 3 ,8 88 (12 ) 30 ,68 8 (88 ) 3 4 .57 6

6 2 4 .3 10 (13 ) 28 ,7 60 (87 ) 3 3 .07 0

6 3 5 ,132 (15 ) 29 ,8 02 (85 ) 3 4 ,93 3

元 6 .0 08 (15 ) 32 ,8 77 (85 ) 38 ,88 5

〈輸　入〉

年 度 航　 空 海　 運 計

5 5 2 ,7 6 1 ( 9 ) 2 8 ,7 1 6 (9 1 ) 3 1 ,1

5 8 3 ,5 3 4 (1 2 ) 2 7 .0 6 7 (8 8 ) 3 0 ,6

5 9 4 , 1 4 7 (1 3 ) 2 8 .5 1 4 (8 7 ) 3 2 ,6

6 0 3 ,9 3 3 (1 4 ) 2 5 . 1 5 3 (8 6 ) 2 9 ,0

6 1 4 ,3 5 0 (2 2 ) 1 5 ,8 2 5 (7 8 ) 2 0 ,1

6 2 4 ,6 1 5 (2 1 ) 1 7 ,8 5 1 (7 9 ) 2 2 ,4

6 3 5 ,3 2 8 (2 1 ) 1 9 ,5 0 7 (7 9 ) 2 4 ,8

元 6 ,6 2 9 (2 2 ) 2 3 ,7 6 3 (7 8 ) 3 0 ,3

〈合　計〉

7

7

0

1

6

1

7

9

7

5

6

6

3

5

堅

年度 航　 空 海　 運 訂 ▼~~

55 5 ,268 ( 9) 56 ,268 (9 1) 6 1 ,6 36

58 7 ,226 (11) 5 9 ,504 (8 9) 55 ,7 30

59 8 ,718 (12) 6 5 ,12 7 (88 ) 73 ,8 45

60 8 ,12 5 (12) 6 1 ,700 (8 8) 69 ,8 25

6 1 8 ,238 (15) 4 6 ,5 13 (8 5) 54 .75 1

6 2 8 ,92 5 (16) 4 6 ,6 1°1 (8 4) 5 5 .536

63 10 ,460 (18) 4 9 ,30 8 (8 2) 5 9 ,768

元 12 ,63 7 (18) 5 6 ,64 0 (8 2) 6生 壁 し

(注)r外国貿易概況J　より作成。

運輸省　r数字でみる物流j㈲運輸経済研究センターよ

り引用
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表6　匡l際航空貨物主要品目別輸出入額の推移(その1:輸出)

(単位:千ドル)

年　 度 昭 和

5 5 6 0 6 3

平 成 _ _

項 _冒 5 0 フこ

食 料 嘉
1 5 ,2 7 0 1 2 ,6 4 8 2 8 ,6 6 2 3 2 ,0 9 6 3 1 .8 10

繊 維 及 び 同 製 品 1 2 3 ,2 8 5 2 7 1 ,3 5 4 4 1 2 ,0 0 8 4 9 8 ,0 1 3 5 2 2 .1 9 0

織　　　　　　 物 5 4 ,0 5 1 1 3 2 ,7 5 6 2 16 ,6 2 9 2 5 6 ,1 0 6 2 8 9 .3 8 2

衣　　　　　　 類 4 1 ,0 8 0 5 1 ,4 7 6 1 2 9 ,3 5 5 1 5 7 ,5 2 5 1 3 6 ,3 5 5

化 学 製 品 8 4 ,1 5 0 2 8 1 ,6 9 0 5 7 5 ,7 5 3 1 .2 7 8 .9 1 1 1 ,4 6 9 ,9 3 9

医　　 薬　　 品 2 2 ,6 6 2 7 3 , 1 2 8 1 4 1 ,0 7 7 2 9 3 ,8 2 7 3 4 4 ,6 9 4 0

非 金 属 鉱 物 製 品 6 9 ,9 8 1 1 1 4 ,2 7 0 2 4 2 , 1 6 5 5 1 7 ,4 5 7 5 3 0 ,7 4 1

真　　　　　　 珠 4 9 ,2 4 3 3 7 ,5 9 2 5 2 ,4 9 9 6 0 ,2 5 8 6 7 ,4 3 2

金 属 及 び 同 製 品 8 3 ,4 7 2 2 5 9 ,4 9 4 2 4 2 ,3 0 7 6 3 5 , 1 5 0 5 7 0 ,6 4 5 、

金　 属　 製　 品 2 2 ,2 9 6 1 0 3 ,9 9 5 1 7 4 ,5 8 8 3 9 2 .6 2 5 4 4 3 ,4 9 9

機 械 機 器 2 ,5 1 4 ,3 5 4 8 .9 5 9 ,2 3 3 1 5 ,2 0 5 ,6 4 9 3 3 ,1 8 1 ,4 9 5 3 4 ,8 0 5 .2 3 9

事　 務 ・用　 機　 器 4 8 3 .1 6 7 8 7 1 .7 0 0 2 ,5 2 5 ,7 0 0 6 ,4 8 3 ,1 7 9 6 ,9 3 7 ,3 6 0

映　 像　 機　 器 4 3 5 ,6 2 2 7 8 9 .0 3 3 9 7 8 ,7 6 5 1 ,6 9 9 ,1 1 8 1 ,3 7 9 .2 13

半 導 体 等 電 子 部 品 2 6 2 ,4 9 2 1 ,3 7 9 ,4 1 7 3 , 2 3 5 ,5 9 3 9 ,3 8 8 ,7 0 1 ・9 ,8 6 8 .7 2 4

電 気 計 測 機 器 3 8 ,1 2 0 1 8 0 ,5 9 6 5 17 ,6 9 5 9 6 1 .9 5 4 1 ,0 4 1 .5 0 0 ・

航　　 空　　 機 6 ,7 9 2 3 4 .0 7 7 3 1 ,3 1 3 7 0 .8 8 2 1 1 9 ,9 5 6

科 学 光 学 機 器 4 6 0 ,0 9 3 1 ,6 4 3 ,0 6 7 1 .9 12 .8 9 0 3 ,1 1 8 .0 7 3 3 ,3 8 9 ,3 0 3

時　　　　　　 計 3 8 4 ,0 8 0 1 ,6 4 1 ,4 1 9 1 ,3 7 2 ,9 8 9 1 ,6 7 7 ,7 4 1 1 ,5 7 4 .3 2 3

音　 響　 横　 幕 4 5 .8 6 4 6 0 5 ,8 8 6 3 4 8 , 1 7 0 3 7 8 ,9 8 6 3 6 7 ,2 1 2

そ の 他 5 0 0 ,9 0 7 1 ,6 2 1 . 1 2 1 2 ,1 6 8 ,9 7 5 3 ,9 4 9 .6 8 5 4 ,3 3 9 ,1 8 8

計 3 ,3 9 1 .4 1 0 1 1 ,5 1 9 ,8 0 9 1 8 ,8 7 5 ,5 2 0 4 0 ,0 9 2 .8 0 6 4 2 .2 8 0 ,1 6 5

(注)1.日本関税協会「外国貿易概況J　より作成。

2.品目表の改正により50-55の項目の映像機器、半導体等電子部品、音響機器は、それぞれ

通信機器類、熱電子管半導体等、テープ・レコーダーに読みかえる。

3.引用:前表に同じ

してその他の窯業品)などが出荷されている。

(3)大阪一島根

さらに、島根一大阪間の物流をみると、発着貨

物量が比較的均衡していることがわかる71。

まず、大阪から島根へは「金属機械工業品」

(主として鉄鋼)などが出荷されている。

逆に、島根から大阪へ向けて「金属機械工業品」

(主として鉄鋼、金属製品、電気機械)、「雑工業

7)〈衷1〉　及び〈衷2〉　参照。島根一近畿間物流の

7割方を島根一大阪間物流が占めていることがわか

る。

晶」(主として木工品、日用品)などが出荷され

ている。

7.空港と物流、人流

空港と地域間交流の例として、現在、建設が進

められている新広島空港をとりあげると、この空

港は最終的には、3,000メートル滑走路を持つ中

四国地域の基幹空港となることが、「四全線」(第

四次全国総合開発計画)などでも位鞋付けられて

いる。

また、現行の「六次空整」(第六次空港整備5

カ年計画)においても、国際便が飽和状態にある
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表6(そ~の2:輸入)

(単位二千ドル)

年　 度

項　 目

昭 和 5 0

5 5 6 0 6 2 6 3

査 料 品 1 6 1 , 2 7 0 3 1 4 ,3 8 0 5 7 9 ,3 4 6 1 ,4 6 4 ,5 7 8 1 ,8 5 2 .6 5 5

生　 き　 た　 動　 物 16 , 7 6 3 4 1 , 16 0 3 9 ,0 8 2 10 3 ,4 0 7 1 3 3 .4 8 0

原 料 及 び 燃 料 6 5 ,6 3 9 2 1 3 ,7 4 8 2 4 3 .6 2 3 3 9 4 ,5 3 7 4 5 5 .6 3 6

工 業 用 ダ イヤ モ ン ド 5 ,4 0 0 6 ,0 3 6 5 ,0 6 0 3 7 .1 2 0 1 1 5 ,4 1 1

化 学 製 品 5 0 8 . 3 1 3 1 .3 2 0 .8 2 1 1 ,9 2 7 ,6 2 2 3 . 5 0 5 .6 7 1 4 ,3 6 7 ,3 6 4

医　　 薬　　 品 2 8 5 . 9 6 5 7 4 5 ,2 4 9 9 4 2 ,8 9 9 1 .6 7 7 .3 7 7 2 , 1 4 5 ,6 3 0

機 械 機 器 1 .8 4 0 ,0 8 8 5 ,5 9 2 .6 18 8 .0 3 3 ,6 7 3 1 3 , 14 7 , 1 1 2 1 5 .9 1 9 .3 9 4

航 空 機 用 内 燃 機 関 1 3 0 ,5 6 8 2 6 8 .0 2 5 6 3 2 ,0 4 6 8 2 2 ,0 7 4 8 7 8 .4 5 7

孝 ・ 務　 用　 機　 器 3 7 4 ,5 7 1 9 6 4 ,1 1 0 1 ,4 3 6 ,.2 15 2 ,2 6 0 .5 7 1 3 , 1 8 3 .0 1 8

音 響 映 像 機 器 4 8 .4 1 6 1 4 5 ,3 8 5 7 7 ,5 0 0 2 2 5 .5 8 9 4 4 1 .3 6 5

半 導 体 等 電 子 部 品 2 4 8 ,3 1 1 6 5 9 ,4 6 5 8 4 7 ,6 3 6 1 .5 0 1 ,4 4 1 2 . 1 7 3 .2 6 6

電 気 計 測 槻 器 1 1 7 .3 8 7 4 5 8 、4 4 8 5 8 4 .5 6 6 1 、0 7 5 、6 1 6 1 、4 8 0 .4 5 8

航　　 空　　 機 2 4 5 ,8 3 5 9 0 4 ,0 4 1 1 , 1 2 1 ,0 6 9 2 , 1 1 6 , 10 3 1 ,3 0 6 .5 5 9

科 学 光 学 機 器 1 8 2 ,5 2 3 . 5 6 0 ,2 3 0 7 1 5 ,7 6 4 9 6 3 ,8 4 2 1 ,0 5 2 .5 5 1

時　　　　　　 計 1 0 8 ,0 9 5 2 0 0 ,7 2 0 2 0 3 ,5 18 3 6 5 ,9 2 7 5 1 7 ,1 2 0

そ の 他 1 ,5 1 7 , 1 4 8 5 ,1 4 2 ,2 2 9 6 ,9 2 9 ,3 5 8 1 4 ,8 0 0 ,2 8 5 1 9 ,0 2 7 ,3 5 3

ダ イ　 ヤ モ　 ン ド 2 1 9 ,6 2 7 4 9 3 ,5 6 2 5 6 3 ,5 2 8 1 ,5 6 5 ,9 8 0 2 ,0 7 0 ,7 2 6

貴 石 及 び 半 貴 石 1 1 6 ,5 9 9 1 6 1 ,8 4 5 1 2 8 ,3 2 3 3 4 3 .8 3 1 4 6 7 ,5 1 8

非　 鉄　 金　 属 3 4 7 ,2 6 1 1 ,1 4 2 , 1 6 7 7 1 2 ,3 9 7 1 ,6 3 1 .9 6 6 1 ,6 9 1 ,6 1 5

金　 属　 製　 品 3 7 ,3 3 0 1 4 8 ,7 6 3 1 9 0 ,3 4 1 3 0 6 ,8 8 4 3 9 5 ,8 9 4

計 4 ,0 9 2 ,4 6 2 1 2 ,6 8 3 ,7 9 6 1 7 ,7 0 4 ,6 2 3 3 3 ,3 1 2 ,1 8 3 4 1 ,6 2 2 ,4 0 4

元

1,988,062

120,050

341,676

120.815

4,346,477

2,009,460

19,880,001

976,586

4,204.292

498.848

2.638,393

1、670、952

1,975,757

1,235,409

862,178

19,955,431

2,323,725

500.503

1,426.124

145.667

46.614.642

(注)1.日本関税協会「外国貿易概況Jより作成。

2.品目表の改正により、50ル55の項目の音響・映像機器、半導体等電子部品は、それぞれ、通信機器類、

熟電子管半導体等に読みかえる。

3.引用:前表に同じ

成田空港の補完機能を地方空港が積極的に果たし

ていくことを方向付けている。このような観点か

ら、新広島空港は単なる地方空港ではなく、拠点

性をもった「国際空港」としての役割りを期待さ

れている。

この空港に対する「高速道路」としては、付近

を東西方向に走る山陽自動車道が主たるアクセス

高速道として位置付けられているが、南北方向に

走る尾道松江線は新広島空港にもっとも近い「横

断道」でもある。

とくに、今後の地域開発の要ともなる「横断自

動車道」の観点から「尾道松江線」を例にとると、

このルrトは新広島空港の東側20-30キロメート

ルを通過するものと想定されるが、この横断道と

空港の間の一般アクセス道が整備されれば、「尾

道松江線」と「新広島空港」は緊密度の高い「セッ

トの高速交通体系」を形成することが十分に期待

されよう。

ところで、〈表5〉　から　〈表7〉　は、国際物流

において、「航空貨物」のウェイトがいかに高く

なってきているか、その中味がいかに変わってき

ているか、そして「新東京国際空港」(成田)に

いかに集中しているかを示したものである。

もとより、国際物流におけるほどではないにし

ても、国内物流における「航空貨物」の重要性も

大きく増してきている。中国地域において、例を
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表7　国際線空港別貨物取扱量の推移

(新 ) 東 京 国 際空 港 大 阪 国 際 空 港 そ の他 の空 港 合　　 計

貨 物 量: ト指数 (51 i 彿 呈 指数 (50年 貨 物 量 指数 (50年 貨 物量 指数 (50年

( トン) 度 = 100) ( トン) 度 = 100) ( トン) 度 = 100) ( ト姓 .

110 .29 8

度 = 10

10 1 ,29 1 3 8 8 ,0 96 2 8 91 1 17

12 63 ,38 8 10 0 28 ,9 01 10 0 5 .353 10 0 29 7 ,64 3

4 55 ,36 2 17 3 63 ,68 0 22 0 1 1 .9 93 22 4 53 1 ,0 3 5 1

1

2

2

2

3

4

4

5

50 6 ,20 3 19 2 6 8 ,5 55 23 7 10 ,139 18 9 58 4 ,89 7

6 39 .92 5 24 3 83 .0 91 28 8 12 ,08 8 226 7 35 ,10 4

6 92 ,23 7 26 3 89 ,0 90 30 8 12 ,268 229 7 93 .59 5

7 58 ,37 7 28 8 99 ,5 33 34 4 14 ,93 9 2 79 8 72 ,84 9

8 76 .14 1 33 3 120 ,8 01 4 18 2 6 .718 49 9 1 ,02 3 .66 0

1 ,0 50 ,8 19 39 9 133 ,9 88 46 4 3 3 .980 63 5 1 ,2 18 ,78 7

1 ,2 11 ,38 2 46 0 14 3 ,7 58 49 7 46 ,8 12 8 74 1 ,40 1 ,95 2

1 ,30 7 ,99 3 49 7 1 52 ,5 92 52 8 5 7 ,6 17 1 ,0 76 1 ,5 18 ,20 5

(注)1.運輸省航空局資料による。

2・(新)東京回際軍港の貨物取扱量については、昭和50年度以前は東京、昭和5ト62年度は新東京と東京の
合計を示している。

3.その他の空港とは、小松、新潟、名古屋、福岡、鹿児島、那覇、熊本、長崎、千歳の各空港である。

4.引用:前表に同じ

あげれば、世羅台地に構想されている「フルーツ

ロード」はそのような見通しに基づいたプロジェ

クトであろう。

尾道松江線は西瀬戸自動車道と連結すれば四回

に渡り、日本海から太平洋にいたるルート一貫性

の高い横断道となる。そのルートの中央辺りに国

際空港が位置することになるのであるから、尾道

松江線という「横断道」にとっても「空港」のも

つ意味は重要である。

8.人流の基調

近年のわが国の人口移動率は低下傾向にある

(〈表8〉.)。長期的にみても、わが国の人口移動

は1970～73年頃をピークとして、それ以降低下傾

向にある(〈表9〉)。

ちなみに、「稔移動数」のピークは1973年で約

854万人、「総移動率」のピークは1970年の8.02%

である。

さらにこれを県間移動のみについていえば、

「県間移動数」のピークは1971年の約426万人、

「県間移動率」のピークは1970年の4.11%である。

ピーク前の移動の増加は、高度経済成長に伴う

「農相から都市への」いいかえれば「農業から製

造業等への」労働力の移動が主流であったろうと

考えられる。

つまり、ひとびとは「より高い所得を求めて」

移動したものと考えられる。館稔氏のr形式人[1

学』においては、それがモデル化され、説明力も

高かった時代である8'。

ちょうどピーク時の昭和48年の「住宅統計調査」

において、住宅数が世帯数を上回り、戦後わが国

の政策目標のひとつであった「1世帯1住宅」が

達成された時期とも符合している9)。

また、この頃、「1人あたり国民所得」がイギ

リスなど先進国の水準にほほ到達している岬。つ

まり、ひとびとの欲求は、一応「量的」には満足

されたといえよう。

ピーク後には、「農村から都市への」大量移動

は一巡し、人口移動はほぼ-・質して減少傾向にあ

8)鮨稔r形式人口学J古今書院,1960年。

9)′総務庁統計局唯宅統計調査報告Jなど0
10)日本銀行調査統計局r国際比較統計」など。
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表8　移動者総数の推移(昭和29年一平成3年)

卑
孟
票
雲
。
4
霊
霊
買
u
霊
4
。
霊
4
7

8　　9　0　1　2　3　　4　5　6　7　004　　4　5　5　5　5　　5　5　5　5　5

9　0　1　2　3

5

　

6

　

6

　

6

　

e

U

年

平成元年

2

3

l I
移 動 者 総 数

移 動 者 の 対 前 年 増 加 率 2 1
移 動 率

1 I
推 計 日 本 人 人 口

人 口 性 此 ( △ は 減 ) ( ※ は 国 勢 調 査 結 果 )

人

1 0 8 . 8 4 )

% % 千 人

5 , 4 9 8 , 3 1 8 - - 6 . 2 7 8 7 . 6 5 2

5 , 1 4 0 , 5 6 9 △ 　 6 . 5 5 . 8 0 ※ 　 8 8 . 6 7 8

4 , 8 5 9 , 6 2 5 △ 　 5 . 5 5 , 4 3 8 9 , 5 7 3

5 , 2 6 8 . 2 4 8 8 . 4 5 . 8 3 9 0 , 3 2 7

5 , 2 9 4 , 2 9 1 0 . 5 5 . 8 1 9 1 . 1 6 2

5 , 3 5 7 , 6 5 8 1 0 7 . 9 1 . 2 5 . 8 2 9 2 . 0 3 3

5 , 6 5 2 , 6 5 9 1 1 2 . 2 5 . 5 6 . 0 9 ※ 　 9 2 , 8 4 1

6 , 0 1 2 , 4 9 4 1 1 5 . 5 6 . 4 6 . 4 2 9 3 , 7 2 4

6 , 5 8 0 , 1 8 9 1 1 6 . 7 9 . 4 6 . 9 5 9 4 , 6 1 3

6 . 9 3 6 . 8 3 1 1 1 5 . 4 5 . 4 7 . 2 6 9 5 , 由 0

7 . 2 5 6 . 7 8 1 1 1 5 . 7 4 . 6 7 , 5 1 9 6 , 5 9 7

7 , 3 8 0 . 6 3 7 1 1 5 . 5 1 . 7 7 , 5 6 ※ 　 9 7 , 6 8 1

7 . 4 3 1 . 6 6 0 1 1 3 . 7 0 . 7 7 , 5 5 9 8 . 4 4 3

7 , 4 7 8 . 9 8 8 1 1 4 . 4 0 . 6 7 . 5 1 9 9 . 6 0 3

7 , 7 7 5 . 4 5 6 1 1 5 . 0 4 . 0 7 . 7 2 1 0 0 , 7 3 7

8 , 1 2 5 . 6 0 0 1 1 4 . 1 4 . 5 7 . 9 7 1 0 1 , 9 3 8

8 , 2 7 2 , 5 1 1 1 1 4 . 2 1 . 8 8 . 0 2 ※ 　 1 0 3 , 1 1 9

8 , 3 5 9 , 7 1 1 1 1 3 . 3 1 . 1 8 . 0 0 1 0 4 . 5 3 9

8 , 3 4 9 , 8 4 0

( 8 , 4 1 6 , 2 4 6 )

8 , 5 3 8 , 8 2 0

1 1 1 . 9

( 1 1 1 . 8 )

1 1 2 . 8

△ 　 0 . 1 7 . 8 8 1 0 6 , 0 0 7

2 . 3 7 . 8 7 1 0 8 , 4 7 8

8 , 0 2 6 , 8 7 9 1 1 1 . ら △ 　 6 . 0 7 . 3 0 1 0 9 , 9 4 0

7 , 5 4 3 , 5 0 6 1 1 1 . 4 牟 　 6 , 0 6 . 7 8 ※ 　 1 1 1 , 2 9 7

7 . 3 9 1 , 6 2 7 1 1 0 . 0 △ 　 2 , 0 6 . 5 7 1 1 2 , 4 4 7

7 . 3 9 5 . 3 1 7 1 1 0 . 8 0 . 0 6 . 5 1 1 1 3 , 5 1 4

7 . 2 9 1 , 5 0 5 1 1 1 . 3 △ 　 1 . 4 6 . 3 7 1 1 4 , 5 3 4

7 , 2 9 5 , 4 6 5 1 1 1 . 3 0 . 1 6 . 3 2 1 1 5 , 4 9 6

7 . 0 6 7 , 3 0 8 1 1 2 . 1 △ 　 3 . 1 6 . 0 7 ※ 　 1 1 6 , 3 9 1

6 , 9 0 1 , 7 5 2 1 1 3 . 2 △ 　 2 . 3 5 . 8 9 1 1 7 , 2 2 2

6 , 8 5 2 , 3 9 5 1 1 4 . 0 △ 　 0 . 7 5 . 8 0 1 1 8 , 0 4 3

6 , 6 7 4 , 3 7 3 1 1 3 . 8 △ 　 2 . 6 5 . 6 2 1 1 8 , 8 3 9

6 , 5 5 8 , 9 1 7 1 1 4 . 7 △ 　 1 . 7 5 . 4 8 1 1 9 , 5 9 3

6 , 4 8 2 , 1 0 8 1 1 6 . 1 △ 　 1 . 2 5 . 3 9 ※ 　 1 2 0 , 3 2 8

6 , 4 6 7 , 9 9 9 1 1 7 . 8 △ 　 0 . 2 5 . 3 5 1 2 0 , 9 4 6

6 , 5 3 6 , 8 6 8 1 1 8 . 6 1 . 1 5 . 3 8 1 2 1 . 5 3 5

6 . 4 6 4 , 9 3 0 1 1 9 . 0 △ 　 1 . 1 5 , 3 0 1 2 2 , 0 2 6

6 , 5 1 7 , 9 3 0 1 2 0 . 1 0 . 8 5 . 3 2 1 2 2 , 4 6 0

6 , 5 1 8 , 7 8 5 1 2 0 . 7 0 . 0 5 . 3 1 ※ 　 1 2 2 , 7 2 1

6 . 4 0 2 . 8 8 3 1 2 1 . 3 △ 　 1 . 8 5 . 2 0 1 2 3 , 1 0 2

1)昭和29年から47年までは、沖縄県の移動者数を含んでいない。なお、47年の括弧内の数字は、5月15日から12
月31日までの沖縄県の移動者数を含む。
2)移動率は、H本人人口に対する比率である。
3)推計日本人人口は各年10月1日現在によるもので、昭和47年までは沖縄県の人口を含んでいない。
4)昭和33年の人口性比は、3月-12月の結果である。
総務庁r住民基本台帳人口移動報告年報J　による
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衷g　都道府県内移動者数と都道府県間移動者総数の推移(昭和29年一平成3年)

年

都 道 府 県 内 移 動 都 道 府 県 間 移 動

〔参 考 〕"
り

人 口 性 比

移 動 者 繚
り I

人 口 性 比

移 動 者 総
3 I

数 数 に 対 す

る　 比 率

移 動 率 数 数 に 対 す

る　 比 率

移 動 率 市 区 町 村 数

ロ2 9 年

入 '

ウI

% % 人

幻

% %

8 ,1 9 73 , 14 5 ,5 0 4 5 7 .2 3 .5 9 2 ,3 5 2 ,8 1 4 4 2 .8 2 .6 8

3 0 2 ,9 1 3 ,5 1 7 5 6 .7 3 .2 9 2 ,2 2 7 ,0 5 2 4 3 .3 2 .5 1 4 ,8 9 1

3 1 2 .7 3 7 ,8 4 4 5 6 .3 3 .0 6 2 ,1 2 1 .7 8 1 4 3 .7 2 ,3 7 4 ,0 4 9

3 2 2 ,83 7 ,9 3 2 54 .8 3 .2 0 2 .3 8 0 ,3 1 6 4 5 .2 2 .6 4 3 ,8 6 3

3 3 2 .9 13 .6 6 5 10 0 .1 5 5 .0 3 .2 0 2 .3 8 0 ,6 2 6 1 2 0 .3 4 5 .0 2 .6 1 3 ,7 4 0

3 4 2 ,9 15 .0 2 5 9 9 .6 54 .4 3 . 1 7 2 ,4 4 2 ,6 3 3 1 1 8 .9 4 5 .6 2 .6 5 3 .6 2 3

3 5 2 ,9 7 2 ,94 0 10 1 .3 5 2 .6 3 .2 0 2 ,6 7 9 ,7 1 9 1 2 5 .8 4 7 .4 2 .8 9 3 .5 8 8

3 6 3 ,0 6 0 ,10 5 10 2 .3 5 0 .9 3 二2 7 2 ,9 5 2 ,38 9 1 3 1 .2 4 9 .1 3 .15 3 ,5 50

3 7 3 ,2 2 7 ,44 0 10 3 .0 4 9 .8 3 .4 6 3 ,3 0 2 ,7 4 9 1 3 2 .3 5 0 .2 3 .4 9 3 .5 30

3 8 3 ,4 6 4 ,08 4 10 2 .9 4 9 .9 3 .6 2 3 ,4 7 2 ,74 7 1 2 9 ,6 50 .1 3 .6 3 3 ,4 90

3 9 3 ,6 2 2 ,40 9 10 3 .7 4 9 . 9 3 .7 5 3 ,6 3 4 ,3 7 2 1 2 9 .1 5 0 .1 3 .7 6 3 ,4 8 3

4 0 3 ,6 8 8 ,40 4 10 3 .8 5 0 .0 3 .7 8 3 ,6 9 2 ,2 3 3 1 2 8 .7 5 0 .0 3 .7 8 3 .4 60

4 1 3 .7 4 7 ,96 2 10 3 .0 5 0 .4 3 .8 1 3 .6 8 3 ,6 9 8 1 2 5 .8 4 9 .6 3 .7 4 3 ,4 58

4 2 3 ,7 1 7 .72 1 1 0 3 .3 4 9 . 7 3 .7 3 3 ,7 6 1 ,26 7 1 2 6 .6 5 0 .3 3 .7 8 3 .3 8 8

4 3 3 ,8 3 8 ,04 2 1 0 4 .1 4 9 .4 3 .8 1 3 ,9 3 7 ,4 14 1 2 6 .9 5 0 .6 3 .9 1 3 ,3 8 3

4 4 4 ,0 1 0 ,02 4 1 0 3 .1 4 9 .4 3 .9 3 4 ,1 1 5 ,5 76 1 2 6 .1 5 0 .6 4 .0 4 3 ,3 7 3

4 5 4 ,0 3 7 ,50 3 1 0 2 .7 4 8 .8 3 .9 2 4 ,2 3 5 ,0 0 8 1 2 6 .6 5 1 .2 4 .1 1 3 ,3 64 ・

4 6 4 .1 0 3 .10 6 1 0 1 .6 4 9 . 1 3 .9 2 4 ,2 5 6 ,6 0 5 1 2 6 .0 5 0 .9 4 .0 7 3 ,3 34

4 7 4 ,1 9 2 .98 6

(4 ,2 2 2 ,16 0 )

4 ,30 4 ,48 2

1 0 1 .5 5 0 .2 3 .9 6 4 ,1 5 6 ,8 54

(4 ,1 9 4 ,0 8 6 0 )

4 ,2 3 4 ,3 38

1 2 3 .5 4 9 .8 3 .9 2 3 ,3 90

4 8 1 0 1 .9 5 0 .4 3 .9 7 1 2 5 .1 4 9 .6 3 .9 0 3 .3 畠1

4 9 4 .09 4 .49 2 1 0 1 .5 5 1 ,0 3 .7 2 3 ,9 3 2 ,38 7 1 2 4 .1 4 9 .0 3 .5 8 3 .3 7 7

5 0 3 ,84 5 ,78 5 1 0 1 .1 5 1 .0 3 .4 6 3 ,6 9 7 ,7 2 1 1 2 3 .3 4 9 .0 3 .3 2 3 ,3 6 8

5 1 3 ,8 26 .50 6 10 0 .7 5 1 .8 3 .4 0 3 ,5 6 5 ,1 2 1 1 2 0 .9 4 8 .2 3 .17 3 .3 7 0

52 3 .8 2 7 ,76 0 1 0 0 .8 5 1 .8 3 .3 7 3 ,5 6 7 .5 59 1 2 2 .7 4 8 .2 3 .14 3 ,3 7 0

53 3 ,8 0 4 ,06 6 10 1 .1 5 2 . 2 3 .3 2 3 ,4 8 7 ,4 3 9 ・ 1 2 3 .7 4 7 .8 3 ,0 4 3 .3 7 0

54 3 ,8 2 6 ,03 3 10 1 :0 5 2 ,4 3 .3 1 3 .4 6 9 ,4 3 2 1 2 4 .1 4 7 .6 3 .0 0 3 ,3 7 0

5 5 3 ,7 1 0 ,9 3 1 10 1 .2 52 .5 3 , 19 3 ,3 5 6 ,3 7 7 1 2 5 .7 4 7 .5 2 .8 8 3 ,3 7 5

5 6 3 ,5 8 3 ,5 5 2 10 1 .1 5 1 .9 3 .0 6 3 ,3 1 8 ,2 00 1 2 8 1 1 4 8 .1 2 .8 3 3 ,3 7 4

5 7 ` 3 ,5 6 4 ,2 1 3 10 1 .2 5 2 .0 3 .0 2 3 ,2 8 8 .1 8 2 1 2 9 .8 4 8 .0 2 .7 9 3 ,3 7 9

5 8 3 ,4 7 8 ,24 7 10 1 .0 5 2 .1 2 .9 3 3 .1 9 6 ,1 2 6 12 9 .9 4 7 .9 2 .6 9 3 ,3 7 9

5 9 3 ,4 2 2 ,14 4 10 1 .0 5 2 .2 2 .8 6 3 ,1 3 6 ,7 7 3 13 1 .9 4 7 .8 2 .6 2 3 .3 7 9

6 0 3 ,3 6 4 ,94 8 10 1 .5 5 1 .9 2 .8 0 3 ,1 1 7 ,1 6 0 13 4 .6 4 8 .1 2 ,5 9 3 ,3 7 8

6 1 3 ,3 3 9 ,14 3 10 2 .5 5 1 .6 2 .76 3 .1 2 8 ,8 5 6 13 6 .9 4 8 .4 2 .5 9 3 ,3 7 8

6 2 3 ,3 6 5 .3 9 8 10 3 .6 5 1 .5 2 .7 7 3 ,1 7 1 ,1 7 0 13 7 . 1 4 8 .5 2 .6 1 3 ,3 7 9

6 3 3 ,3 2 8 ,0 2 8 10 3 ,6 5 1 .5 2 .7 3 3 ,1 3 6 ,9 0 2 13 8 . 1 4 8 .5 2 .5 7 3 ,3 7 2

己元 年 3 ,3 5 9 .1 8 1 10 4 .2 5 1 .5 2 .7 4 3 .15 8 .7 4 9 13 9 .9 4 8 .5 2 .5 8 3 ,3 74

2 3 .3 5 0 ,4 5 0 10 4 .5 5 1 .4 2 .7 3 3 .16 8 ,3 3 5 14 0 .8 ' 4 8 .6 2 .5 8 3 ,3 7 6

3 3 ,2 7 1 ,6 8 9 10 4 .8 5 1 .1 2 ,6 6 3 ,13 1 ,1 9 4 14 1 .5 4 8 .9 2 .5 4 3 .36 9

1)昭和29年から47年までは、沖縄県の移動者数を含んでいない。なお、47年の括弧内の数字は、5月15日から12

月31日までの沖縄県の移動者数を含む。

2)昭和33年の人口性比は、3月-12月の結果である。

3)移動率の分母となる推計日本人人口及び市区町村数は、各年10月1日現在の数である。
総務庁r住民基本台帳人口移動報告年報J　による
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表10　三大都市圏の人口と全国人口

区　 分

圏　 域
昭 和 5 5 年 昭 和 6 0 年 平 成 2 年 平 成 3 年

総 人 口 (人 ) 2 8 , 1 8 7 , 7 0 8 2 9 .7 6 0 ,8 5 4 3 1 ,2 6 9 ,8 4 1 3 1 ,4 9 3 .9 4 8

東　 京　 圏 増 加 率 ( % ) 6 . 9 6 5 .5 8 5 .0 7 0 .7 2

草 翠 全 品 盲 ( % ) 2 4 . 2 6 2 4 .8 0 2 5 .4 8 . 2 5 .5 7

名 古 屋 困

総 人 口 (人 ) 7 ,8 5 4 ,0 9 9 8 ,0 8 7 ,7 8 5 8 . 3 7 0 .8 9 2 8 ,4 1 4 .9 5 3

増 鍵 華 _% ) 4 .9 0 2 . 9 8 3 .5 0 0 .5 3

全 国 人 に‖こ
占 め る 増山合 (9` )

6 . 7 6 6 . 7 4 6 .8 2 6 .8 3

大　 阪　 圏

総 人 口 (人 ) 1 5 ,8 5 9 ,8 8 4 1 6 , 2 4 6 ,5 6 9 1 6 ,4 4 6 .5 6 9 1 6 ,4 6 0 .6 2 5

増 加 率 (% ) 3 . 2 6 2 .4 4 1 .2 3 0 .0 9

全 匡】人 口 に
占 め る 割合 (96 ) 1 3 .6 5 1 3 . 5 4 1 3 .4 0 1 3 .3 7

三 大 都 市 圏

総 人 口 (人 ) 5 1 ,9 0 1 ,6 9 1 5 4 , 0 9 5 ,2 0 8 5 6 ,0 8 7 ,3 0 2 5 6 ,3 6 9 ,5 2 6

増 加 率 (% ) 5 .4 9 4 . 2 3 3 .6 8 0 .5 0

舎 監 全 品盲 ( % ) 4 4 .6 7 4 5 .0 8 4 5 .6 9 4 5 .7 7

地　 方　 圏

総 人 口 (人 ) 6 4 .2 9 3 .2 0 7 6 5 , 9 1 2 ,6 0 4 6 6 ,6 5 7 ,6 5 0 6 6 ,7 8 7 ,1 5 2

増 如 率 ( % ) 4 . 1 2 2 .5 2 1 .1 3 0 , 1 9

金 匿1人 ⊂コに
t生め る容田舎 ( % )

5 5 .3 3 5 4 .9 2 5 4 .3 1 5 4 . 2 3

全　 国　 計
総 人 口 (人 ) 1 1 6 . 1 9 4 ,8 9 8 1 2 0 ,(泊 7 ,8 1 2 1 2 2 ,7 4 4 ,9 5 2 1 2 3 ,1 5 6 , 6 7 8

増 加 率 ( % ) 4 .7 3 3 .2 8 2 .2 8 0 . 3 4

注)地域区分は次のとおりである。

三大都市圏

東京酷……東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県

名古屋圏……愛知県、三重県

大阪圏……大阪府、京都府、兵康県

地方圏……三大都市を除く地域

表11都道府県庁所在都市人口の推移

人 口 (人 )
増 加 率

( % )

市 部 人 口 全 国 人 口

に 占め る に 占 め る

割 合 ( % ) 割 合 (% )

4 , 1 5 1 ,3 7 7 0 .5 3 8 . 5 2 9 . 2

4 ,3 1 6 ,8 7 0 0 .5 3 8 . 3 2 9 . 1

4 ,5 4 1 ,6 2 3 0 .7 3 8 .3 2 9 . 1

4 ,7 8 4 ,2 6 2 0 .7 3 8 . 3 2 9 . 2

5 , 1 1 3 ,4 7 6 0 .9 3 8 .3 2 9 . 3

5 ,3 7 0 ,4 4 6 0 .7 3 8 .3 2 9 . 3

5 ,5 8 7 ,4 5 5 0 .6 3 8 .3 2 9 . 3

5 .8 5 5 ,9 7 2 0 .8 3 8 .3 2 9 . 4

5 ,9 4 3 .5 3 6 0 .2 3 8 .2 2 9 .4

6 .0 3 0 ,8 6 6 0 .2 3 8 .1 2 9 . 4

6 . 1 6 9 .2 2 8 0 ・ま 3 8 .1 2 9 . 4

(資料:前表に同じ)

(資料:前表に同じ)

(忘芸よ妄芸慧芸芸禁豊霊)

図6　住民基本台帳人口の増減状況

市部人口

昭和60年　61　　62　　　63 元年　2　　　3

(資料:表8に同じ)

るが、移動のパターンも「三大都市圏」(とりわ

け「東京圏」)や地方においては「都道府県庁所

在都市」への集中が顕著になってきている(く表10〉、

〈表11〉　および〈図6〉参照)。

へと移動の場を遺別してきているともいえる。

つまり、第1次石油ショック頃を契機にわが国
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図7　都道府県間移動者く転出者)の主な移動先(平成3年)
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の人口移動のパターンが変わってき.たものといえ

る。

ひとびとの移動の目的が「より高い所得」から

「より貨の高い生活」にウェイトを移してきてお

り、そのため多彩なサービスを受けられる「都市」

へ人口が集中するものと考えられる。

このため、横断道沿線においても、「都市集積

のある拠点」づくりが必要である。

9.地域経済と人口統計

よく　r人口は経済現象の原因でもあり結果でも

ある」といわれる。

また、上で述べた「サービス経済化」にしても

その「サービス」の担い手は「ヒト」である。さ

らに、「人口」を意味する英語の"Population''は、

統計用語では「母集団」をも指している。このよ

うに、経済や統計においては、「人口」は極めて

重要な意味をもつ指標なのである。

ところで、〈図7〉　は平成3年の1年間におけ

る「都道府県間移動者(転出者)の主な移動先」

をみたものである。「東京一極集中」がある程度

までは伺えるというものである。

これによると、「四仝乱川でいう「多極分散型

国土形成」の「多極」のひとつである広島も島根、

岡山、山口の3県にとっては、人口の第1位の移

動先となっている。

しかし、同じく「多極」のひとつである福岡が

沖縄を除く九州6県の第1位の移動先となってい

るのと対比すると、広島の中枢性の相対的な弱さ

を物語っている。

ところで、く表12〉　は、同じく移動先を人口の

多い順に5番目の都道府県まで示したものである。

上図と併せて参照されたい。

また、〈表13〉　は、都道府県間における人口移

動も長期的にみると、次第に東京(首都圏)、大

阪(阪神圏)、名古屋(中京圏)の、三つの「大

都市圏」を中心に動くようになってきていること

を物語っている。

さらに、〈図8〉によると、それらの「大都市圏」

のうちでも、「東京圏」の「転入超過人[」」のシェ

11)国土庁r全国総合開発計画J。本稿末尾のr付表J

を参照されたい。
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表12　都道府県別転出者の主な移動後の住所地(平成3年)
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転出者総数

1 番 目 に 多 い 2 番 目 に 多 い 3 番 目 に 多 い 4 番 目 に 多 い 『盲 盲

移 動 後 の住 所 地 移動 後の 住 所 地 移　 後 の 移 動 後 の住 所 地 移動 後 (

人

-

剋窒 (軒 割合 (% ) 割合 (% ) 部首 詣 )

8 2 ,9 8 8 東　 京 22 .0 神 奈 川 13 .8 事一首 10 .0 埼　 玉　　 9 .3 憂 一面 ~

40 ,8 1 1 東　 京 20 .0 神 奈 川 12 .8 宮　 城 12 .4 北 海道 8 .3 埼　 玉

3 1 ,4 14 宮　 城 23 ,0 東　 京 18 .1 神奈 川 10 .9 埼　 玉 8 .0 青　 森

55 .9 8 5 東　 京 15 .9 福　 島 10 .1 神奈 川 9 .5 岩　 手 9 .5 埼　 玉

24 ,1 4 7 東　 京 2 1 .5 宮　 城 14 .9 神奈 川 11 .1 埼　 玉 8 .3 千　 葉

22 ,6 8 5 宮　 城 2 1 .8 東　 京 18 .4 神奈 川 10 .5 埼　 玉 8 .0 千　 葉

40 ,5 5 4 東　 京 20 .9 宮　 城 17 .2 神 奈 川 11 .1 埼　 玉　　 9 .3 千　 乗

57 ,8畠3~ 東　 京 24 .0 千　 葉 16 .3 神 奈 川 11 .1 埼　 玉 9 .9 栃　 木

39 -0 0 5 東　 京 22 .4 埼　 玉 13 .1 神 奈 川 10 .1 茨　 城 8 .4 群　 馬

33 ,5 5 7 東　 京 23 .2 埼　 玉 18 .8 神 奈 川 10 .5 栃　 木　　 7 .7 千　 葉

182 ,1 5 8 東　 京 32 .6 神 奈 川 9 .6 千　 葉 9 .5 茨　 城 4 .7 群　 馬

175 ,2 4 4 東　 京 29 .2 神 奈 川 11 .6 埼　 玉 10 .5 茨　 城 8 . 1 北 海 道

48 3 ,6 7 9 神 奈 川 19 .8 埼　 玉 19 .5 千　 葉 1す.3 茨　 城 3 .5 北 海 道

258 ,5 7 9 東　 京 29 .0 千　 葉 9 ,8 埼　 玉 7 .7 静　 岡 4 .9 北 海 道

39 ,0 3 7 東　 京 26 .8 神 奈 川 12 .9 埼　 玉 10 .8 千　 葉 7 .7 長　 野

18 ,7 0 1 石　 川 15 .7 東　 京 15 .5 愛　 知 8 .9 神 奈 川 7 .2 大　 阪

23 ,8 9 0 東　 京 13 .4 富　 山 11 .6 愛　 知 10 .7 大　 阪 8 .0 神 奈 川

15 ,3 3 6 大　 阪 12 .6 有　 川 9 .9 愛　 知 9 .5 京　 都 8 .9 東　 京

18 ,14 8 東　 京 33 .3 神 奈 川 15 .4 静　 岡 8 .0 埼　 玉　　 6 .9 千　 葉

37 .9 57 東　 京 27 .2 神 奈 川 11 ,0 愛　 知 8 .8 埼　 玉　　 8 .7 千　 葉

39 .7 16 愛　 知 39 .9 東　 京 7 .7 静　 岡 4 .5 大　 阪 4 .5 神 奈 川

74 .3 2 6 東　 京 20 .3 神 奈 川 16 ,7 愛　 知 14 .0 埼　 玉 5 .8 千　 葉

13 2 ,6 7 2 岐　 阜 13 .8 東　 京 10 .8 三　 重 畠.0 静　 岡　　 7 .4 神 奈 川

36 ,5 9 4 愛　 知 27 .8 大　 阪 12 .0 東　 京 7 .2 神 奈 川 5 .1 兵　 庫

26 ,7 2 6 京　 都 21 .4 大　 阪 15 .8 兵　 庫 8 .4 東　 京 5 .7 愛　 知

7 1 ,10 7 大　 阪 20 . 5 滋　 賀 12 .8 兵　 庫 9 .8 東　 京 6 .9 神 奈 川

232 ,8 4 7 兵　 庫 20 .9 奈　 良 8 .7 東　 京 7 .5 京　 都 7 .0 神 奈 川

12 1 ,7 7 2 大　 阪 28 .9 東　 京 9 .0 神 奈 川 6 .1 京　 都 5 .3 千　 葉

36 ,8 3 3 大　 阪 30 . 5 兵　 庫 9 .2 京　 都 8 .6 三　 重 7 .6 東　 京

2 1,3 9 3 大　 阪 40 .8 兵　 庫 9 .5 東　 京 6 .1 奈　 良 5 .6 京　 都

14 ,0 8 6 大　 阪 13 .8 島 .根 11 .7 広　 島 10 .5 兵　 庫 10 .2 岡　 山

18 ,4 4 8 広　 島 23 . 1 大　 阪 11 .9 鳥　 取 10 .0 東　 京　　 6 .9 山　 口

4 1 ,4 5 6 広 ~島 16 .7 大　 阪 12 .5 兵　 庫 1 1 .7 東　 京　　 7 .6 香　 川

7 2 ,1 15 山　 口 12 .0 岡　 山 10 .0 東　 京 9 .5 大　 阪　　 9 .5 福　 岡

4 2 ,15 8 広　 島 22 . 5 福　 岡 14 .9 東　 京 8 . 1 大　 阪　　 6 .7 神 奈 川

16 ,7 14 大　 阪 18 .4 香　 川 14 .1 兵　 庫 10 .3 東　 京 7 . 1 愛　 媛

2 5 ,6 7 1 大　 阪 13 .6 愛　 媛 12 .2 東　 京 .8 .4 兵　 庫 8 ,1 徳　 島

3 2 .0 3 7 大　 阪 13 .0 香　 川 11 .8 広　 島 9 .7 東　 京　　 8 .9 兵　 庫

17 ,5 0 9 大 ・阪 16 , 2 愛　 媛 10 .3 香　 川 10 .0 東　 京　　 9 .9 兵　 庫

120 ,8 12 東　 京 10 . 7 熊　 本 8 .2 長　 崎 7 .7 佐　 賀　　 7 .3 神 奈 川

2 3 ,8 8 2 福　 岡 4 0 ,9 長　 崎 10 . 1 東　 京 6 .7 神 奈 川 4 .5 熊　 本

4 5 ,8 0 1 福　 岡 28 .8 東　 京 8 .4 神 奈 川 6 .9 愛　 知 6 .6 大　 阪

4 2 ,9 2 7 福　 岡 25 . 7 東　 京 9 .7 鹿 児 島 7 .0 神 奈 川　　 6 .1 愛　 知

30 ,9 7 6 福　 岡 27 .3 東　 京 9 .0 熊　 本 6 .9 神 奈 川 6 .1 大　 阪

3 2 ,8 6 5 福　 間 13 .9 鹿 児 島 12 .4 東　 京 10 .9 愛　 知 7 .4 大　 阪

49 ,(脇0 福　 間 14 .1 東　 京 12 .4 大　 阪 9 .6 宮　 崎 8 .7 神 奈 川

_ 廻 受3 東　 京 21.9 神 奈 川 12 .2 福　 岡 7 .4 千　 葉　　 7 .1 愛　 知
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表13　類型別にみた府県間移動致:1954-89年

年　次

1954

1955

1956

1957

1958

1959

1960

1961

1962

1963

1964

1965

1966

1967

1968

1969

1970

1971

1972

1973

1974

1975

1976

1977

1978

1979

1980

1981

1982

1983

1984

1985

1986

1987

1988

1989

総　数

2.353

2,227

2,122

2,380

2.381

2,443

2,680

2,952

3,303

3,473

3,634

3,692

3,684

3,761

3,937

4,116

4.235

4,257

4,157

4,234

3,932

3,698

3,565

3.568

3.487

3,469

3,356

3,318

3,288

3,196

3,137

3,117

3,129

3,171

3,137

3.159

移　　 動　　 放 (1 ,000 人) 類　 型　 別　 割　 合 (% )

大都市

園　 内

大 都 市 圏 非大都市圏
非大都市

圏　　 内

大都市

圏　 内

大祐市圏 非大都欄
非大都市

圏　　 内
か　 ら

非大都市圏

か　 ら

大都市圏内

か　ら

非大紡市圏

か　ら

大祐市圏内

588 40 3 788 5 73 25 .0 17 .1 3 3 .5 24 .4

563 38 5 738 54 0 25 .3 17 .3 3 3 .1 24 .2

539 34 2 74 3 4 99 25 .4 16 .1 3 5 .0 23 .5

593 35 9 8 66 56 2 2 4 .9 15 .1 3 6 .4 23 .6

6 18 39 3 8 1 5 5 56 26 .0 16 .5 3 4 .2 23 .4

649 38 9 8 80 5 24 26 .6 15 .9 3 6 .0 2 1 .4

706 40 6 999 56 8 26 .3 15 .1 3 7 .3 2 1 .2

794 44 9 1 .104 606 26 .9 15 .2 3 7 .4 、20 .5

9 19 53 6 1 ,184 664 27 .8 16 .2 3 5 ,8 20 .1

995 58 9 1 ,209 67 9 28 .6 17 .0 3 4 .8 19 .6

1 ,089 63 9 1 .2 17 688 30 .0 17 .6 3 3 .5 18 .9

1 ,1 16 70 5 1 ,186 68 5 30 .2 19 .1 3 2 .1 18 .6

1 ,144 73 2 1 ,138 670 3 1 .1 19 .9 3 0 .9 18 .2

1 .180 75 0 1 ,154 67 7 3 1 .4 19 .9 3 0 .7 18 .0

1、241 78 4 1 ,2 02 7 10 31 .5 19 .9 3 0 .5 18 .0

1 ,30 1 82 7 1 ,2 5 2 73 5 31 .6 20 .1 3 0 .4 17 .9

1 .346 87 0 1 ,263 75 7 31 .8 20 .5 2 9 .8 17 .9

1 ,352 92 6 1 ,214 764 3 1 .8 2 1 .8 2 8 .5 17 .9

1 ,36 1 92 1 1 .12 7 748 32 .7 22 .2 2 7 .1 18 .0

1、378 98 5 1 ,0 99 7 73 32 .5 23 .3 26 .0 18 .3

1 ,259 94 9 9 87 73 8 32 .0 24 .1 25 .1 18 .8

1 .174 90 1 91 2 7 11 3 1 .7 24 .4 24 .7 19 .2

1 ,150 87 3 8 50 6 92 32 .3 24 .5 23 .8 19 .4

1 ,136 86 7 85 8 70 6 3 1 .8 24 .3 24 .0 19 .8

1 ,123 82 9 83 7 6 99 32 .2 2 3 .8 24 .0 20 .0

1 ,129 8 27 8 12 7 0 1 32 .5 2 3 .8 23 .4 20 .2

1 ,084 79 5 78 9 6 88 32 .3 2 3 .7 23 .5 20 .5

1 ,050 76 8 79 9 7 0 1 3 1 .6 2 3 .1 24 .1 2 1 ,1

1 ,03 2 7 51 80 6 7 00 3 1 .4 2 2 .8 24 .5 2 1 .3

1 ,00 6 7 1 1 79 4 6 85 3 1 .5 22 .2 24 .8 2 1 .4

98 6 6 92 78 2 6 78 3 1 .4 22 .1 24 .9 2 1 .6

98 3 6 79 78 2 6 73 3 1 ,5 21 .8 急 :; 2 1 .6

1 ,00 0 6 58 80 8 6 63 3 2 ,0 21 .0 2 1 .2

1 .0 52 6 56 80 3 6 59 3 3 .2 20 .7 2 5 .3 20 .8

1 ,0 52 6 68 7 72 6 4 5 3 3 .5 21 .3 24 .6 20 .6

1 .0 58 6 82 7 74 644 3 3 .5 2 1 .6 2 4 .5 20 .4

総務庁統計局　r住民基本台帳人口移動報告年報J　によって人口問題研究所が算出。El本人についてのみ。
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図8　三大都市圏の転入超過数の推移(昭和29年一平成3年)　-は転州超過

昭30
和年

35　　　　40　　　　　45　　　　　50　　　　　55　　　　　60

総務庁r平成3年住民基本台帳人口移動報告年報」による

アが極めて大きくなってきており、「転出超過」

が目立ってきている「阪神圏」と好対照である。

これによっても、わが国の近年の地域経済の構

図である「東京一極集中」と「関西の地盤沈下」

がよくわかる。

なお、上記の「四全線」など、過去4回の「全

回総合開発計画」の概略を、以下での議論の参考

とするため、本稿末尾の　〈付表〉　に掲げた。

10.統計環境の変化

わが国では、全数調査(センサス)を建前にし

ている大きな(全国規模の)統計調査が5つあり、

これを5人センサスと呼んでいる。すなわち、

「国勢調査」、「事業所統計調査」、「農林業センサ

ス」、「工業統計調査」、「商業統計調査」の5つで

ある。

このうち前2着は総務庁統計局、「農林業セン

サス」は農水省、後2者は通産省がそれぞれ所管

している121。

ところで、「西暦の下2桁が5の倍数となる」

年に当たる平成2年は、その「回詞」と「農セン」

が5年周期で同時に施行される「センサス年」で

あった。この2つのセンサ丸ま、また国連の統計

局が呼びかけて、世界同時に調査されるものでも

ある。

12)ちなみに、統計関係者の問では、r回勢調査Jの

ことを「国調」、「農林業センサスJのことを「農セ

ンJなどと略称している。以下この略称を用いる場

合がある。
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その「センサス年」の前後に、「統計調査の環

境が悪化している」事実を伝える記事が頻繁に掲

載された一㌔

とくに、広島市においては、「国訴」史上に例

のない「調査員殺人事件」まで発生した。

統計環境の悪化は、上の記事にも掲載されてい

るように、調査対象者やその環境に関するものが

多いが、調査員の確保に関する問題も重要なポイ

ントである。

ここでは、前者に限って開場を整理してみよう。

(1)不在世帯の増加

調査時に不在の世帯が多い。平均世帯人員の低

下もあるが、単身世帯の増加、共稼ぎ世帯の増加

などが大きいd社会的背景としては「都市化」、

さらには「産業構造の変化」まであげられよう。

(2)プライバシー意識等の高揚

個人の権利や自由意識の高まりによって、調査

員に知られること、あるいは調査されること自体

を拒否する傾向もある。

(3)外国人等の増加

「外国人用の調査票」も用意されているが、ア

ジア系外国人、不法滞在者なども多く、それらに

十分対応しきれていない。

(4)夜型社会化

コンビニエンス・ストアの増加にも象徴される

ように、ひとびとの「生活様式の多様化」や「24

時間社会化」による調査困難も考えられる。飲食

店等のうちの夜間営業事業所の調査については、

上記の「調査員確保の問題」にも直接つながるこ

とである。

(5)その他

「オートロック式マンション」の例なども含め

て、建物の構造が対面調査などの障害になる場合

も増えてきている。また、高齢者世帯などの中に

も調査困難な場合があり、いずれも今後増大する

ことが予想される。

13)例えば、日本鉦済新聞平成元年4月27口付けrや

りにくくなった統計調査J、同じく平成3年6月30

日付け社説r統計環境が悪化しているJなど。

11.統計の対応

経済分析に際して、しばしば「統計に頼り過ぎ

る」として批判される類の指摘もある刷。そこで

は、統計のもつ「無機質」の「冷たい」イメージ

が強調されている。統計数字の使い過ぎあるいは

濫用などは厳に謹まなければならないということ

である。

しかしながら、われわれは、本書においては、

「統計の積極的利用、活用」を訴えているのであ

るから、「統計は大いに使うこと」を前提にして、

他のことがら(実例、インタビュー、人間心理)

などとのバランスを取りながら、経済分析や経済

社会問題の談論において、説得力のある展開を

図っていこうというのが結論となろう15'。

このように、「統計数字」は、上記の記事のよ

うな性格も、一面にはもちながらも、「具体性」、

「正確性」、「緻密性」、「現実性」、「客観性」など

人を説得する強力な手段でもある。

つぎに、「サービス経済化」、「技術革新」など

経済社会の構造変化に「統計」、とくに「経済統計」

が適応しきれていないのではないかという間歳も

提起されている16つ。これは、統計の供給側(作成

者)に立つ者の常に心がけなければならないこと

である。

このような方向に沿って、現に、平成元年には

「サービス業基本調査」川などが実施されるに

至っている。また、昭和59年には「日本標準産業

分類」も改定されるなどしている。

14)例えば、日本経済新聞平成元年5月23[】付け社説

「経済の構造変化に追いつかない統計J、中国新開

平成元年12月2日付けr天風鈴(交通事故統計)J、

日本経済新開平成3年6月28日付けr女性の奉仕活

動Jなどはいずれも、統計自体、あるいは統計を作

成・利用する際の開場点などを取り上げたものであ

る。

15)ちなみに、田中角栄元首相は、その演説などにお

いて、しばしばr統計数字Jを用いて、独特の口調

と相まって、極めて説得力の高い話し振りだったと

定評がある。

16)上記の日本経済新開平成元年5月23日付け社説「経

済の構造変化に追いつかない統計Jなどでも指摘さ

れている。

17)総務庁統計局r平成元年サービス業基本調杏報告j

参照。
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図9　国の統計調査の実査系統図

実査系統別の統計調査の例

庁

①・国勢調査(総務庁　5年周期)

・農林業センサス(農水省　5年周期)

・工業統計調査(通産省　毎年)

(診・毎月勤労統計調査(労働省　毎月)

・薬事工業生産動態統計調査(厚生省　毎月)

③・大気汚染物質排出量総合調査(環境庁　毎年)

・学校保健統計調査(文部省　毎年)

資料:表14に同じ

さらに、経済統計でないものについても、「統

計の取り方」、「統計の公表の仕方」などについて

考えさせる点もある。たとえば「交通事故死亡者

数」などは、社会にとって「減ってくれれば望ま

しい」統計数億であり、複数の採り方があるので

あれば一考させる'8'。

「統計」は長期間に渡って継続的に利用するた

めに(統計の時系列利用)、「途中で定義を変える」

などは極力避けるべきである。しかしながら、と

くに「交通事故死亡者数」などのように、「重大

18)上記中国新聞平成元年12月2日付けr天風録(交

通事故統計)J等。

調
査
客
体
　
個
人
・
法
人
・
事
業
所
・
団
体
等

(彰・農家経済調査(農水省　毎年・毎月)

・貸金構造基本統計調査(労働省　毎年)

⑤・法人企業統計調査(大蔵省　半年毎・毎四半期)

・船舶船貞統計調査(運輸省　毎年)

(り・科学技術研究調査(総務庁　毎年)

・機械受注統計調査(経企庁　毎月・毎四半期)

な社会問題」として捉えるべきものについては、

その「社会性」を重くみて変更してもよいのでは

ないか。そして、実態は統計値が「大きい」ので

あるから、社会に警告する意味においても、変更

すべきものと考えられる。

また、現在の「GN P(国民総生産)」統計な

どについて考えさせるものもある1事。

これらは、「マクロ経済学」や「経済統計学」

においても、常に指摘されていることでもあるが、

現在、日本、米国、欧州諸国など先進諸国を始め

19)日本経済新開平成3年6月28日付けr女性の奉仕

活動」参照。
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図10　統計調査の企画から結果の公表までの流れ

調査の企画設計、指導
も 実地酪

集　　　　 計　　　　　　 公表
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書
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作
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資料:表14に同じ

とする多くの国々において採用されている「国民

経済計算」システムにおいては、「市場取引される」

財貨・サービスを「付加価値」で計上することに

なっている。

したがって、注記の「ボランティア活動」を始

め、「主婦の労働」なども「GNP」にはカウン

トされない。このため、過去にも「NNW」(国

民純福祉)などの指標も考えられたこともあるが、

かなり作成者の「慈恵性」も入り客観性、普及性

に乏しいということで、利用度は低い状況にあ

る㌔

いずれにしても、「豊かさを測る尺度」として

の統計については、今後ともさらに「より実態を

20)r国民1人当たり所得(GNP)Jは米国を超えた

のにrそれほど豊かになった実感がないJ　というの

が大方の国民の抱くところであるといわれている。

筆者の考えるところでは、このような金額表示のr国

際比較統計Jについては、r為替レートJの影響が

大きく、生活レベルでのレートはr1ドル=200円J

辺りが本来の相場ではないかとみている。OECD

のr購買力平価J　もその辺りのレートを指摘してい

る。親行のr為替レーh　は、r自動車J、r電機J

などの貿易品に誘導されて決定されており、物価水

準を必ずしも反映していない。

反映する優れた指標」を求めて開発・研究してい

く必要がある。

12.統計調査体制

わが国の統計制度の根幹については、「統計法」

において、諸般の事項が定められている2H。同法

においては、「国調」などの「5大センサス」を

始めとして、わが国の地域全般にわたる重要な統

計調査は、ほとんど「指定統計調査」とされてい

る。

なお、わが国統計制度等に関する統括官庁であ

る密議庁統計局が所管する「指定統計調査」の一

覧表を　〈表14〉　に掲げた。

ところで、上記の「統計法」については、その

第19条に「罰則」が規定されている。これによる

と、先に取り上げた「調査拒否」などは、同条第

1項の(3)に該当し、「6カ月以下の敵役若し

くは禁固又は10万円以下の罰金に処する」ことに

なっている。

しかしながら、筆者の調査した範囲内では、未

だかつて、この「罰則」が適用されたことはない

21)統計法(昭和22年3月26日法律第18号)
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図11統計情報データベース・システム(SISMAC)

統計局・統計センター

総務庁r行政の管理と総合調整(平成4年)Jによる

表15　統計調査に用いる標準分類の設定及び改訂

の状況

名　　 称 設定年月 改訂回数 最終改言丁年月

本 棟 単 産 業 分 類 昭和 2 4年 10月 9 回 昭和 59年 1 月

本 標 準 職 業 分 類 3 5年 3 月 3 回 6 1年 6 月

本 標 準 商 品 分 類 2 5年 3 月 5 回 平成 2 年 6 月

本標準建築物用途分類 27年 3 月 5 匝l 昭 和 5 9年 3 月

病、障害及び死因分類 2 3年 4 月 3 回 5 3年 12月

資料:表14に同じ

とのことである。粘り強く説得にあたる現場の「調

査員」や「行政担当者」の苦労の大きさが推察さ

れる。

さて、総務庁統計局の刊行している「総合統計

書等一覧」のなかでは、地域統計利用のために『統

計でみる県のすがた」等が刊行されており、さら

に、固形化・地図化したものとして『地域メッシュ

統計地剛なども刊行されている22I。

また、〈図9〉　には、「匡lの行なう統計調査」の

実査系統園とその事例を示した。5大センサスな

ど、わが国全地域を網羅するような大規模調査は、

ほとんど一番上の(彰のルートで実施されている。

22)総務け　r行政の管理と総合調整(平成4年版)j

大蔵省印刷局、P85。

「国の行なう統計調査」とはいっても、都道府

県や市町村など「地方」を介して行われている場

合が多いのである。

さらに、〈図10〉　においては、「統計調査の企画

から結果の公表までの流れ」が示されているが、

ここでも、「実地調査」の前後まで含めて都道府

県や市町村が関与する部分が大きいのである。

また、〈図11〉　には、そうした統計データをコ

ンピュータ処理したり、データ・ペース利用した

りする仕組みが図示されている。通信ネットワー

クを利用して、地域からアクセスしやすいシステ

ムを開発・研究しなければならない。

他方、総務庁においては、行政管理機能の一環

として、「統計調査に用いる標準分類の設定及び

改定」を行っているが、その状況を　〈表15〉　に示

した。とくに、「日本標準産業分類」等は統計の

みでなく、近年の「サービス経済化」や「ニュー

ビジネス」など経済分析の上からも関心のもたれ

るところである。

13.「統計」と地域

ところで、「統計(学)」は、英語の"Statistic(S)"

などからもわかるように、本来、人口、国土面積、

生産など嘔I家(State)の状況」を記述するこ
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とに由来している。

とりわけ、統計学の源流のひとつでもあるドイ

ツ「大学派統計学(国状学派)」などにおいては、

ドイツ語の"Statistik''(統計、統計学)を文字

通り「国状を記述する」分野、学閥と捉えていた

ことはよく知られている。

このような背景もあって、幕末から明治初頭に

かけて西洋から紹介された当初は、「統計」の訳

語として「政衷」、「綜記」、「形勢」、「表記」、「国

勢」など、その意味内容を表わすような、_さまざ

まなことばがその都度当てられてきた。

その後、明治7年、箕作麟禅がフランス語の

"Statistique"を「統計(学)」と訳してから「統

計」という訳語がほぼ固定して普及し始めたとい

われている。フランスで発展した「確率論」は、

今日の「推測統計学」の基礎理論ともなって′いる

が、それらを含めて、「統計」が形式的にもって

いる数学的、計数的性格なども影響して、「統計」

という訳語もでできたのではないかと推察される。

しかしながら、そうした後においても、「統計」

は元来の漢語の意味においては「合計」と同義で

あるなどとの指摘も現れ、「わが国近代統計の祖」

と呼ばれている杉亨二(太政官正院政表課大主記)

も適当な訳語がないと嘆いたといわれている。

このような経緯を経ながらも、「統計」は用語

として次第に定着していき、今日では、韓国や漢

字の本場の中国においても「統計」として用いら

れるに至っている。ある意味では、わが国の「統

計」の実綾を物語っているとも`いえよう。

以上のような経緯や背景からしても、「統計」

や「耗計学」は正に「国家」のためにこそ存在す

るようにも解釈できるが、一方では、だからこそ、

「地方国家」(つまり「地方自治」)の発展のため

にも「地域統計」は極めて重要な意味をもってい

るともいえる。

そこで、以下では、主として、地域統計供給の

要になっている都道府県(代表例として広島県)

の統計の現状と課題を取り上げてみたい。

ちなみに、一般の市町村については、都道府県

の統計主管課の指導のもとに、指定統計調査等、

「国の行なう大規模な統計調査の実査」業務など

にあたっている。

また、大半の市町村においては、総務、財政、

企画、広報、商コ二などの業務を分掌している部署

が統計業務を担当している。総務庁の調べでは、

兼務まで含めると、全国の市町村の統計業務に従

事する職貞数は、平成3年4月1日現在、12,328

人となっている。

このような状況は都道府県の統計主管課の場合

についても同様であるお'。

ところで、総務庁では、都道府県の統計主管課

(例えば、広島県の場合は上記統計課)に対し、

その組織体制の維持・整備を図るため、国の予算

で「統計専任職員」を配置することとしており、

平成3年度実績において全国で2.532人、131億9

千万円を計上している。

また、都道府県の統計主管課からも数多くの「地

域統計書」が刊行されているが、それらのなかに

は、かなり加工度の高いものも含まれている㌔

14.地域統計の信頼性

前出の「物流統計」とも関連するが、運輸省が

毎年刊行している　F貨物地域流動調査J(絃流動)

にしても、その中の「地域別」、r品目別」などの

統計については、(特に、輸送量の8割方を占め

る「自動車」輸送の準計が「サンプル(篠本)調
査」のため)信頼性に乏しいことを自ら認め、使

用上の注意を促している㌔

また、このため、折角調査され刊行されている

地域統計を、工業統計、商業統計などの地域経済

23)たとえば、広島県企画振興部統計課の場合、単県

統計調査事業は9事業のみで、残りは上でみたよう

なr総務庁」、r通商産業省Jなど回の統計調査事業

である。広島県企画振興部統計課r平成4年度事務

概要J P4。

24)例えば、広島県統計協会を介しての刊行物(広島

県統計課監修)rデータからみた広島県経済Q&AJ

(平成4年)など。また、地域メッシュ統計とは別

のr小地域統計Jとして、広島市(情報統計課)が

先駆的に作成したrコミュニティー・カルテJなど

の例もある。なお、最も加]二度の高い地域統計のひ

とつとしてのr地域産業連関表Jについては、昭和

60年表としてト中国地域J、r広島県J、「広島市Jの

ものなどが作成されている。

25)こうした点については、運輸省運輸政策局情報管

理部編　r平成2年度貨物地域流動調査・旅客地域流

動調査J脚運輸経済研究センター、平成4年3月刊、

冒頭のr調査の概要J寛を参照されたい。

ー46-



耗計と同時に「地域物流データ」として利用する

ことが困難な状況も生じている。

こうしたことは、総務庁統計局所管の　F家計調

査J　の地域統計分がサンプル数の問題もあって、

しばしば、時系列上の「不連続性」を指摘される

点と同様である。

これらのことは、たとえば、地域「所得連関」

モデルの構築のために、「消費係数」を算定する際、

家計調査の「当該地域勤労者世帯」分のサンプル

数が少なく、統計値が時系列上不安定なため、数

年間の「移動平均」をとって対処せざるをえない

などの場合にみられる㌔

このように、全国にわたって行われる統計調査

のうち、「サンプル調査」で行われているものに

ついては、照準が「国での利用」に定められてい

るために、折角行なった「地域での調査」が「死

んでいる(初めから公表されない)」か、「利用に

耐えない」(上記の例など)かのどちらかである

ことが多い。

15.地域紙念の変化と地域統計

ところで、「地域経済」に関する分析を進めて

いく際に、いわばその適用の「場」あるいは「単

位」ともなる「地域」について、その概念を明確

にしておかなければならない。

この点に関して、大友篤氏は、「地域というこ

とばの代わりに、"地方"、``地区"、"地帯"、"領域"、

"区域"、"圏(城)"など、ほぼ伺様の意味をも

つことばを用いることもある。…それらの間には、

厳密には、.それぞれニュアンスの違いはあるけれ

ども、それらは、すべて、地球表面上の-一定の広

がりを意味している点では共通している。この広

がりは、地理学などでは"空間"(Space)と呼ば

れる。」として共通性を強調されている271。

ところで、通常使用する「地域」に関しては、

例えば、東北地方、関東地方、中国地方などといっ

た、いわゆ.る「地域ブロック」、あるいは、東海

地方、北陸地方、山陽地方などといった「旧道」、

26)地域政策研究会　r'89梅と島の博覧会経済効果調

査報11i寮J

27)なお、これらの走我については、大友篤r地域分

析入門J　東洋経済新報社、1982年、PP.5-7を参

照されたい。

尾張地方、播磨地方、安芸地方などといった「旧

国」、現行の「都道府県」および「市郡区・町村」、

さらには、「地方生活圏」叫、「広域市町村圏」が,、

「大都市圏」など、各種各様の地域区分を設定す

ることができる。

このように、さまざまな地域概念、地域設定が

存在するが、現実には、交通手段の発達によって、

個人の生活領域、企業の経済活動領域は拡大して

きている。

ところが、地域統計は、上記のような「指定統

計」などにしても、行政業務から派生する「業務

統計」にしても.、「行政区域」単位で調査され、

作成されている。

したがって、都道府県やとくに「市区町村の境

界域を割り込む」ような区域設定の場合、当該統

計の作成が困難になる。

また、市町村合併などに伴う「長期時系列統計」

についても、スムーズな変換利用のための統一的

なシステムづくりが望まれる。

16.「統計地域」としての都道府県

さて、物流統計を始めとして、ほとんどといっ

てもよい地域統計が、少なくとも「都道府県」ま

では、区分単位として、調査され、あるいは表章

されている。そのため、とりわけ、都道府県より

も小さい地域単位での統計データの比較、検討が

かなり限定されたものにならざるをえないことは、

しばしばある。

このように、地域データの表章単位である「統

計地域」の制約や、上でみてきたような「統計調

査体制」の間薦などもあり、「各種の地域分析デー

タが揃っている」という理由において、本稿にお

いても、主として、都道府県を中心とした地域経

済の議論を行ってきた。

したがって、将来、わが国の地方自治における

28)建設省は、全国43都道府県に179のr地方生活圏J

を設定している。ただし、東京、大阪、神奈川など
の大都市地域と沖縄は、除外されている。なお、区

域設定の評価については、建設省r平成4年建設白

書J大蔵省印刷局、1992年刊などを参照されたい。

29)また、r広域市町村軌については、自治省要綱(昭

和44年)により設定されており、全国で363圏域設
定されている。
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行政改革などによって、たとえば、「道州制」な

どが採られるにしても、現行の「都道府県」単位

の行政区分を何等かの形で残し、「統計地域」と

して継続して欲しいものである。その理由として、

「統計」の観点以外のものをあげるとすれば、

(1)わが国の歴史上久しく用いられてきた「旧国」

(「安芸」、「備後」等)をほぼ内包しているケー

スが多いこと

(2)明治以来、1世紀以上にわたって、近代日本

の発展とともにあり、現在においでも、住民意識、

地域意識として、国民の間に定着し、馴染まれて

きたこと

(3)とりわけ、町村の「集合単位」としての「郡」

制が有名無実化している現実があり、経済活動な

どの広域化を考えれば、市町村の「集合単位」と

しての役割りも果たしうること

(4)仮に「道州制」が採用されたとしても、その

なかに平均して7～8程度の「適度な数」の構成

地域単位となること

などとなろう。

なお、都市の中枢性の議論にも関わるが、北海

道については、地域経済分析のための「統計区域」

としても、是非4-5県程度に分割してほしいも

のである。北海道を他の都道府県と同列に扱うに

は、余りにも広すぎるのである31つ。

ちなみに、平成2年の国勢調査結果によると、

北海道の人口が、明治の開拓史以来初めて減少に

転じている(昭和60年対比)。道内における一極

集中に多少なりとも歯止めをかけるためにも「分

県」を検討すべきではないかと考える。

17.おわりに

以上、「地域政策上」関心度の高い「人流、物流」

データを中心とした都道府県ペースでの「地域関

係の分析」例などをみながら、どのような「地域

統計」が関連して要求されるか、そして、付随す

る地域統計全般の整備状況、問題点は何かなどを

考察してきた。

最後になるが、近年、地域経済を分析する者、

30)ちなみに、この7-8という数は、実務上r会議

に適した構成数J　といわれている。

31)札幌を中心とする地域と、その他3-4県にであ

る。

あるいは地域政策を考える者にとって、地域統計

上極めて残念なことがいくつかあげられる。

たとえば、「商業統計調査」では、卸売の仕入

先(都道府県別)を昭和60年調査を最後に調査し

なくなった。これは、経済の地域依存関係の分析

上極めて残念なことである。

また、「工業統計調査」では、昭和56年調査から、

事業所数の少ない特定業種を除き、「従業者規模

1-3人」の小規模事業所については「暦年調査

対象外」とし、現在では、西暦の末尾が0、3、

5、8の年のみ調査するようになっている。4、地

域になるほど小規模事業所の割合が増えることを

考えれば「地域統計」の観点からは残念なことで

ある。

上でも指摘したように、「統計環境」の悪化、

調査対象(事業所)等の負担軽減、調査員の確保

などの問題を考えれば、このような傾向もある程

度理解することはできる。しかしながら、経済社

会の「チェック機能としての統計」の重要性を考

えるとき、返すがえすも残念なことに思われる3Zl。

「自由主義」を建て前とする社会においては、そ

れぞれの「計画」や「計画性」も重要であるが、

「チェック機能」こそ本質的に真要なのである。

32)わが国においては、rチェック機能J　を果たす組

織や人に対する評価が総体的に低いと考えられる。

この「統計Jだけでなく、たとえば、r公正取引委

員会J、r会計検査院J、国会などのr決算委員会J、

あるいは会社のr監査役Jなどもそうかもしれない。

これらは、いずれも　r後追いJの、したがってr地

味なJ存在である。そのため、職務がr目立ったJ

評価につながらない性格をもっている。その結果、

r人J　もそのような組織、部署に着きたがらない傾

向がある。
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付表　歴代「全総」(国土庁)

全 国総 合 開発 計 画 新 全 国 総 合 開 発計 画 第三次全国総合開発計画 第四次全国総合開麗計画

昭 和 37年 10 月 5 日 昭 和 44年 5 月30 日 昭 和 52年 11月 4 日 昭和 62年 6 月 30 日

閣 議 決定 (池 田 内閣 ) 閣 議 決 定 (佐 藤 内 閣) 閣議 決 定 (福 田内 閣) 閣議 決定 (中 曽 根 内 閲)

昭 和 35年 - 4 5年 昭 和 40～60 年 おお むね 10 カ年 お お むね 平 成 12年 (酉

昭 和 45年 昭 和 60年 基 準 年 次 を昭和 50年 と

し平 成 12年 を展望 しつ

つ 、̀ 昭 和 60年 一平 成 2

年 を 目標 年次 と して作

業

暦200 0年 ) を 目標 年次

1　 低成 長 か ら高 成 長 1　 高 度 成 長 経 済 1　 安 定 成 長経 済 1　 中成 長 経 済

経 済 へ の移 行 2　 人 口 、 産 業 の 大都 2　 人 口 の 地方 定 着 、 2　 東 京 圏 へ の 高 次槻

2　 地域 的 課題 の顕 在 市 集 中 産 業 の 地 方分 散 の 能の 一 極 集 中 と人

化 3　 地域 の所 得 格差 兆 し 口 の再 集 中

(1) 過 大都 市 問題 4 ・資 源 の有 効 利用 の 3　 地 域 の総 合的 格 差 3　 急 速 な.産 業檎 題 の

(2) 地域 間 の所 得 格 促 進 4　 資 源 制約 の顕 在 化 転 換 と地 方 圏 に お

. 差 の 拡大

3　 所得 倍 増計 画 の 策

定 一太 平洋 ベ ル ト

地帯 構 想

5　 回 民 意誰 の変 化 け る経 済 の 停 滞

4 .高齢 化 、 国 際 化 、

技 術 革 新 、 情 報化

等 の進 展

地 域 間 の均 衡 あ る発 展 豊 か な環 境 の 創 造 人間 居 住 の総 合的 環 境 多極 分散 型 国 土 の 形 成

1　 都市 の 過大 化 防 止 1　 長期 に わ た る 人 間 の整 備 1　 定住 と交 流 に よる

と地域 格 差 の縮 小 と 自然 との 調 和 、 自 1　 限 られ た 国土 資 源 地域 の活 性 化

2　 自然 資 源 の有 効 利 然 の恒 久 的 保 護 、保 を前 提 とす る 2　 国際 化 と世 界 都 市

用 存 2　 地 域 特性 、歴 史 的 機 能 の再 編 成

3　 資 本 、 労働 、技 術 2　 開 発 の 基礎 条件 整 伝 統 的 文 化 を尊 重 す 3　 安全 で質 の高 い 国

等 の 諸 資 源 の適 切 な 備 に よ る開 発 可 能性 る 土 環境 の整 備

地 域 配 分 の 全 国 土 へ の 拡 大均 3　 人間 と 自然 との調

衡 化

3　 地 域 特性 を活 か し

た 開 発 整 備 に よる 国

土 利 用 の 再 編 効 率 化

4　 安 全 、 快 適 、 文 化

的 環 境 条 件 の 整 備 保

全

和 をめ ざす

拠 点 開 発 構 想 大 規 模 プ ロ ジ ェ ク ト樵 定住 構 想 交流 ネ ッ トワー ク構 想

目標 達 成 の た め 工 業 の 想 大都 市へ の 人 口 と産 業 交流 の拡 大 に よ る地域

分 散 を 図 る こ とが必 要 新 幹 線 、高 速 道 路 等 の の 集 中 を抑 制 し、一 方 、 相互 の分 担 と連 挽 関係

であ り、東 京 等 の既 成 ネ ッ トワ ー ク を整 備 し、 地 方 を振 興 し、過 密 過 の深 化 を基 本 とす る 交

大 集 積 と関 連 させ つ つ 大規 模 プ ロ ジ ェ ク トを 疎 問 題 に対 処 しなが ら、 流 ネ ッ トワー ク構 想 の

開発 拠 点 を配 置 し交 通 推 進 す る こ とに よ り国 全 国 土 の利 用 の均 衡 を 推進 に よ り多 極 分 散 型

通侶 施 設 に よ りこれ を 土利 用 の偏 在 を是 正 し、 図 りつ つ 、̀ 人 間居 住 の 国土 の形 成 をめ ざす 。

有機 的 に連 絡 させ 相 互 過密 過 疎 、 地域 格 差 を 総 合 的 環 境 の形 成 を因

に影 響 させ る と同 時 に、

周辺 地域 の特 性 を生 か

しな が ら連 鎖 反 応 的 に

開 発 を進 め 、地 域 間 の

均衡 あ る発展 を実 現 す

る。

解 消 す る 。 る。

(注)中国地方縁介研究センター　r中国地方の経済と地域開発1992年版J　より引用
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